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第1章 序論 
 

 

1.1 研究背景 

 

地球温暖化対策により再生可能エネルギーの導入が進められているが，これらはまだ設備コ

ストや安定性の面で課題が多く，一般に広く普及するには至っていない．現在主流の化石燃料

を使用する発電設備としては大きくタービンとレシプロエンジンがあり，レシプロエンジン発電設

備はタービン型ほどの巨大容量機は存在しないが，発電設備単体での発電効率が高く，ガスタ

ービンでは生じる起動停止の回数によるメンテナンススケジュールへの影響が生じないなどの

利点がある． 

レシプロエンジンの中でも，ガスエンジンは排気ガスに SOXを含まず，希薄燃焼技術による低

NOX化などから都心部での導入も容易であり，ミラーサイクルなどの技術によって発電効率が大

きく上昇して以降，自家発電での導入が顕著に伸びている．日本内燃力発電設備協会の統計

によると，ここ数年，国内では年間数百台規模でガスエンジンの自家発電の導入が続いている．

他方，ディーゼルエンジン発電設備は，設備費用が割安である事や，燃料に使用する重油や

軽油などの液体燃料の備蓄性の高さから，防災用を含む非常用発電設備やガスインフラが未

整備な地域での発電に多く用いられる． 

上記のとおり，発電においてレシプロエンジン発電設備の存在は小さくなく，事業用や常用

自家発電における燃料使用量の削減方法の提案は地球温暖化対策に大きく寄与する．現在，

これらは電力事業やコージェネレーションシステム（CGS）など，様々なシステムで運用されてい

る．こういったシステムの設備構成を最適化し，運用効率を向上させる手法を確立させる事は非

常に大きな意味を持つ． 

 

 

1.2 研究目的 

 

現在，ガスエンジンやディーゼルエンジンといったレシプロエンジンの発電設備が民生分野
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での CGS や遠隔地マイクログリッド（MG）の発電事業での主要設備としても多く用いられている．

経済性や設備の信頼性向上策の提示によってこれらの普及を促進することは，エネルギーの効

率的利用が促される CGSにとっては地球温暖化防止への貢献となり，地域における重要なイン

フラである遠隔地MGの電力事業にとっては事業の継続性や無電化地域への電力事業の拡大

への貢献となる． 

これらの導入計画段階の経済性検討においては，従来，簡略化のためにアベイラビリティや

メンテナンスプロセスなどの事項が考慮されておらず，経済性向上策の検討の余地がある．  

また，現在，一般的な自家発電用のレシプロエンジンには回転数により大きく中速・高速の二

種があり，それぞれ特性が異なるが，従来，発電設備導入時の経済性検討では，高速・中速ど

ちらか一方のエンジンによる複数セットでの評価が行われ，これらが混合した構成での経済性

評価は， 明確に運用用途が違う場合を除いて行われてこなかった．中速・高速それぞれのイニ

シャルコスト，メンテナンスプロセス，また用途によっては熱・発電効率といった特性を混合させ

経済性を計ることは技術選択の幅を広げるという点で重要である． 

そこで，本研究では，これらレシプロエンジン発電設備の特性を考慮し，実態に沿った詳細な

シミュレーションを行うことで，信頼性の向上と新たな経済性向上手法導入の有用性を示すこと

を目的としている．混合整数線形計画法(MIP) を用いて，設備計画・運用計画の最適化を行い、

従来の手法では簡易的に評価されている項目についても現実に照らし合わせた詳細な経済性

シミュレーションを行う．CGS 設備計画の最適化に際して，故障，詳細なメンテナンスプロセス，

高速機・中速機の混合設置を考慮し，常用発電時の運用効率向上手法の検証を行い，それら

の有用性を評価する． 
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第2章 対象設備・システム 
 

 

2.1 高速型・中速型エンジン発電設備 

 

本研究ではレシプロエンジンの中でも常用発電，及びCGSに用いられているディーゼルエン

ジンとガスエンジンに注目する．現在，一般的に広く普及している自家発電用のレシプロエンジ

ンは回転数 1000rpm を境として，それ以上を高速機，それ以下のエンジンを中速機と大別され

る[2-1]．同じ容量の条件で比較すると，中速機は高速機よりも大きくて重いが効率が高く，メン

テナンススパンが長いため，メンテナンス費用が低くなる． 

コスト面を考えると，一般的に初期費用の投資を削減するためには中速機よりも高速機が有

利である．高速機は，同じ出力であれば小型軽量で設置面積が小さく設置工事も簡便で，出力

あたりの導入コストが割安であると言う導入時の経済的優位性があり，初期設備費と建設費が低

く抑えられ設備導入時のハードルは低く出来る．発電機を見ても，例えば，50Hz の回転数

750rpm の中速機では８極となるが回転数 1500rpm の高速機は 4 極となる．一方，中速機は高

速機に比べて発電効率が高くメンテナンス費も割安であるため，長期運用を考えた場合に収益

性が高い．回転速度が高いとピストンの往復回数が多くなり，ピストン関連部品の交換寿命が早

くなるため，高速機の場合はピストン関連部品の交換頻度が高い．例えば，1500rpm の高速機

と 750rpm の中速機の同じ出力の発電設備を比較すると，高速機はピストンの往復回数が多い

分，排気量を小さく抑えられる[2-3, 2-4]．ピストン関連の部品の寿命は燃焼や上下往復の回数

が支配的であるため高速機の場合は交換頻度が高くなる．加えて，そういったピストン周辺部品

の価格はメンテナンス費において大きな比重を占める． 

上記のとおり．長期間の常用運用を考慮した場合には発電効率やメンテナンスコストにおい

て優位性がある中速機が有利であるが，設備費においては高速機が有利となっており，総合的

に見るとどちらが有利ということは一概には言えない．しかし，新興国などでは設備費が安いた

めに投資回収の目処がつきやすい高速機が広く導入され易いという傾向がうかがえる． 
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2.2 コージェネレーションシステム 

 

コージェネレーションシステム(CGS) は常用発電設備の運転時に発生する排熱を利用する

ためにエネルギー利用効率が向上する．CGSは原動機の排熱を回収し，空調・給湯の熱源とし

て利用するため，経済性・環境性向上などの効果が期待できるシステムである．そのため，昨今，

レシプロエンジンで構成されるCGSはその全体的な効率が 70％～85％に達し，省エネに大きく

貢献している． 

近年，地球環境問題への対策として省エネルギーの推進が求められており，その手段として

複数の施設・建物への効率的なエネルギーの供給，未利用エネルギーの活用等エネルギーの

効率的な利用が考えられている中で，CGSはその効率的な利用の方法の一つである. 2014 年

には第四次エネルギー基本計画において CGS はエネルギーを最も効率的に活用できる方法

の一つであり利用促進を図るとされ[2-5]，現在，日本で稼働している産業および民生用の CGS

プラントは設置数では合計 21,000 を超え，総容量では 13GWを超える[2-6]． 

例として，昨今，常用運用で導入が増加しているガスエンジンについて，『天然ガスコージェ

ネレーション機器データ 2017』[2-2]の 50 Hzモデル 68種を回転数 1000 rpmを境界に高速機・

中速機に分けたそれぞれの特性の調査結果を Table2.1 に示す．なお，この総合効率は排熱を

温水のみ，または蒸気と温水として回収した際のそれぞれの効率を表す． 

ここから，発電効率においては中速機が有利であるが，排熱回収を含めた総合効率は高速

機・中速機共に大差は見られない事が分かる．従って，効率のみであるならば基本的に需要に

おいて電力中心であれば中速機が，熱（暖房冷房や給湯等）利用が多いサイトであれば高速

機が有利となる． 
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Table 2.1 Difference between high-speed and medium-speed gas engines 

Gas engines (50Hz) Average of 

High-speed 

Average of 

Medium-speed 

Rotation speed [rpm] ≥1000 <1000 

Rated output[kW] 891.5 4842.6 

Total efficiency 

[%] 

Case: Hot water only 79.1 79.7 

Case: Steam and Hot water 78.6 80.9 

Generating efficiency [%] 38.6 47.3 

Heat recovery 

efficiency [%] 

Hot water only 40.8 27.6 

Steam 19.4 15.6 

Hot water (low temp.) 20.7 17.1 

Maintenance cost Higher Lower 

Installation cost Lower Higher 

 

2.2.1 地域冷暖房システム 

環境問題の観点から地域冷暖房システム（DHC：District Heating and Cooling）に高効率なエ

ネルギー供給システムの導入が進められており，その一つとして電源・熱・冷却の複合システム

である CGSが導入されている． 

DHCは Fig. 2.1に示す概略図のとおり，個別冷暖房方式と呼ばれる建物ごとに冷凍機やボイ

ラなどの熱源機を設置する空調方式と異なり，一定の地域内で冷房・暖房・給湯・その他の熱需

要を満たすために一箇所または数カ所の熱供給設備（地域冷暖房プラント）で集中的に製造さ

れた冷水・温水・蒸気等の熱媒を複数の需要家建物へ供給するシステムである． 

DHCの導入により，以下のような効果が期待できる[2-7]． 

 建物ごとに熱源機器を持つよりも大型の機器を導入できるため，エネルギー効率の

向上が期待できる． 

 地域内の需要家間で需要パターンが異なるため，それぞれが個別に熱源を持つよ

り，全体として設備容量を低減できる． 

 需要家側に熱源機器を設置する必要がないため，機械室のスペースを削減でき

る． 
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Fig. 2.1 Schematic view of district heating and cooling 

 

2.2.2 地域冷暖房システムにおけるガスエンジンコージェネレーションシステム 

近年，一般的に CGSに採用される原動機は主にガスタービンとガスエンジンの 2種類である．

それらを設置する目的は同じで電力と熱供給であるが，それらの特性は大きく異なる．ガスター

ビンは始動回数がメンテナンス費に影響を与えるという特徴がある．メンテナンススケジュールを

考慮すると，換算された起動回数を実際の稼働時間に相当する稼働時間（EOH）として加算す

る必要がある[2-8]．そのため，毎日夜間にエネルギー需要が大幅に低下するサイトでは，起動

回数が多くなるガスタービンの運用は不経済になる傾向がある．一方で，ガスエンジンはメンテ

ナンスに起動・停止回数の影響を受けない．ほとんどの DHC ではエネルギー需要が 1 日の昼

間と夜間で大幅に変化するため，エンジンは毎日起動停止を繰り返す必要がある．そのため，

DHC の CGSでは，発電の主な原動機としてガスエンジンが多数導入されている．DHC におい

ては，蒸気・温水・冷水の製造設備として排熱利用のポテンシャルが高い CGS を導入した場合

の効果がより期待できる． 

CGS が高効率のエネルギーシステムである理由は熱のカスケード利用であり，これらはバー

チャルグリッド[2-9]やスマートエネルギーネットワークに使用される分散型電源として機能するこ

とが期待されている．特に，建物が密集する首都圏の DHC では，各建物がケーブルや配管で

接続されており，エネルギーは CGSのエネルギーステーションから需要側へ伝達されている． 

しかし，CGS には未だ多くの課題が存在し，その課題の一つにエネルギーシステムを構成す
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る様々な機器性能の特性によって CGS全体の効率が大きく左右されてしまうということがある． 

CGSの計画または評価について論じた先行研究は非常に多く，その一部は次のとおりである．

システムの歴史と基本構成の提示と建物に提供する適用可能なエネルギー，経済，および環境

へ配慮する事項に基づくパフォーマンス分析[2-10]，CGS を産業用途で工場に導入する場合

の経済的および環境的影響の分析[2-11]，原動機がタービン構成の中でガスエンジン駆動の

CGS を設置することのエネルギー効率と経済的実現可能性の報告[2-12]がある．また，さまざま

な方法で CGS の経済性最適化が多数検証されている．電力系統ラインとガスパイプラインの設

置計画と運用検討を行う際のエネルギーハブと見なされる CGS の連結に基づく電気・ガスの統

合エネルギーシステムの最適化計画モデルの提案[2-13]や，本研究と同様，CGS の最適化に

混合整数線形計画法を使用している例もある[2-14]．その他，再生可能エネルギーと組み合わ

せた実証プラントとしてのガスエンジン CGSの実験が東京で実施されている[2-15]． 
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第3章 ガスエンジンコージェネレーションの故障を考慮した設備最適化 
 

 

3.1 緒論 

 

本章と第 4章では，特に民生用途で多くの CGSを構成するレシプロエンジンの一つであるガ

スエンジンに注目する．CGS の設備の最適運用に関する研究[3-1]は多数行われており，本研

究においてもその経済性に重要な影響を与える設備計画について MIP を用いて最適化を行

う． 

遠隔地のDHCのエネルギー設備において，CGSの導入は多種類のエネルギー供給が効率

的に行えるという効果がある．しかしその反面，CGS の原動機停止時には電力だけでなくその

排熱利用の機器も停止し，エネルギー供給が途絶えてしまう．そのため，エネルギー供給の信

頼性を担保するための熱源のバックアップ機器の導入などの施策が必要となる．また，DHC の

規模が大きくなるに従いその影響も大きくなる．このような信頼性の観点から，ガスエンジン CGS

におけるガスエンジン発電設備のアベイラビリティに着目し，ガスエンジンの故障を考慮すること

によって生じる各設備の容量選定への影響を評価する．レシプロエンジン発電設備はそのアベ

イラビリティが高い事から一般的には無故障での長期運用が可能であると認識され，ガスエンジ

ン CGS の経済効果検証時の最適容量選定にあたって計画外の停止で生じるコストについて考

慮されることは稀である．しかし，CGS の電力・熱・冷房のエネルギー供給源であるガスエンジン

の計画外停止の影響は小さくなく，この影響を考慮しない場合には運用開始後の経済効果が

予想と大きく異なる可能性がある．つまり，最適容量の選定においては機器の想定外停止という

不確実性を考慮することは重要である．本研究では，DHCのCGSにおけるガスエンジンの故障

を考慮して容量選定を最適化した場合の構成機器の容量・経済性に生じる影響についてシミュ

レーションを行い，その有用性を検証する． 

まず，設備設計や計画に不確実性を考慮する先行研究に関しては，空調機と冷却搭の冗長

性に関して，一般的には計画外の停止については考慮されない機器の故障や出力の不確実

性における最適容量という観点で検討され，空調機の信頼性が評価されている[3-8, 3-9]．また，

燃料電池を使用する CGS については機器故障が及ぼす影響が分析され[3-5]，太陽光発電に
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関してはコンバータの出力の不確実性からヒートシンクの熱容量最適化が行われている[3-2]． 

他方，ガスエンジンCGSの信頼性の評価に関しては地域熱供給に必要となるガス供給ライン

の信頼性について，中国の北京地域にて電力と熱の地域熱供給負荷を設定し，気温のばらつ

き，風力発電の出力の間欠性を踏まえた評価が行われている[3-6, 3-7]．これらは新技術，再生

エネルギーや地域のエネルギー事情による不確実性に着目している．CGS の最適設備容量計

画における不確実性については，燃料価格の不確実性を加味して限界コストの試算が行われ

[3-3]，また分散電源の不確実性の大きさ等による意思決定への影響を需要成長の不確実性の

下でコストミニマムとなるような電源計画を用いて検討されている[3-4]． 

そこで，本研究ではガスエンジンの故障発生に注目し，これを明示的に考慮した解析を行う．

計画外停止の考慮の有無が最適容量検討において構成機器の容量・経済性に及ぼす影響の

モデル分析を行い，その信頼度を考慮した場合におけるガスエンジン CGS の最適容量計画へ

の影響を探ることを目的とする． 

 

 

3.2 コージェネレーション運用における設備信頼性のモデル化 

 

3.2.1 故障率 

故障率とは，JIS では「当該時点で設備が可動状態にあるという条件を満たす設備の当該時

点での単位時間あたりの故障発生確率」と定義される[3-10]．すなわち，ある時点まで可動状態

に合ったアイテムが引き続く単位時間内に故障が発生する確率を表す．故障率は，時刻𝑡にお

いて残存している可動状態にある設備数・単位時間・その間に生じる故障件数を用いて次式で

表される． 

 

𝜆(𝑡) =
𝑛(𝑡)

𝑁(𝑡)・𝛥𝑡
 (3.1)  

 

修理率は故障率と同じように表せる．修理率とは「当該時点の始めには修復が終了していな

いとき，ある時点での修理完了事象の単位時間あたりの発生率」と定義される[3-10]．これは故

障率と同じ考え方で，修理中のアイテムが引き続く単位時間内に修理が完了する確率を表す． 
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3.2.2 平均故障間隔時間 

故障率はバスタブ曲線で表されるが，システム稼働開始初期を過ぎると時間に関係なく一定

となる．このとき，機器の故障間隔は指数分布で表され，機器の平均故障間隔時間

𝑀𝑇𝐵𝐹(Mean Time Between Failure)は以下の式で表される． 

 

𝑀𝑇𝐵𝐹 =
1

𝜆
 (3.2)  

 

同様に，修理率が時間によらず一定とすると修理時間は指数分布で表され，機器の平均修

理時間𝑀𝑇𝑇𝑅(Mean Time To Repair)は以下の式で表される． 

 

𝑀𝑇𝑇𝑅 =
1

𝜇
 (3.3)  

 

3.2.3 ガスエンジンのアベイラビリティ 

a)  平均アベイラビリティ 

故障率，及び修理率が時間によらず一定であるとして，ある時間𝑡に機器が動作可能な確率

を𝑃0(𝑡)とする．アベイラビリティはある時間に動作可能状態にある確率と定義されるので，𝑃0(𝑡)

がアベイラビリティである．ある時間に機器が動作不能な確率𝑃1(𝑡)は𝑃1(𝑡) = 1 − 𝑃0(𝑡)となる． 

故障の発生と復帰に基づき，動作可能な状態の確率は次式で表される． 

 

𝑑𝑃0(𝑡)

𝑑𝑡
= −𝜆𝑃0(𝑡) + 𝜇𝑃1(𝑡)＝𝜇 − 𝑃0(𝑡)(𝜆 + 𝜇) (3.4)  

 

この微分方程式の解は次式となる． 

 

𝑃0(𝑡) =
𝜇

𝜆 + 𝜇
+

𝜆

𝜆 + 𝜇
𝑒−(𝜆+𝜇)𝑡 (3.5)  

 

ある期間𝑇の平均のアベイラビリティ𝐴(𝑇)は次式で与えられる． 
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𝐴(𝑇) =
1

𝑇
∫ 𝑃0(𝑡)𝑑𝑡

𝑇

0

 

𝐴(𝑇) =
𝜇

𝜆 + 𝜇
+

𝜆

(𝜆 + 𝜇)2𝑇
−

𝜆

(𝜆 + 𝜇)2𝑇
𝑒−(𝜆+𝜇)𝑇 

(3.6)  

 

ここでは，1年間 𝑇 = 8,760の平均アベイラビリティ�̅�を各日の故障確率の計算に用いる． 

 

b)  故障パターンの発生確率 

平均アベイラビリティ�̅�を用いて，故障パターンの発生確率を求める．𝑁台のガスエンジン中の

𝑦台が故障している故障パターンの発生確率は次式で表される． 

 

𝐹𝑃𝑦 = 𝐶𝑦𝑁 �̅�𝑁−𝑦(1 − �̅�)𝑦 (3.7)  

 

よって，故障パターン𝑦の発生日数の期待値[日/年]は，発生確率に日数(365 日)を乗じて，次

式となる． 

 

𝐹𝐷𝑦 = 𝐹𝑃𝑦 × 𝐷 (3.8)  

 

 

3.3 コージェネレーション運用のモデル化 

 

3.3.1 モデル化の特徴 

現在，日本の多くの DHC ではエネルギープラント内での電力不足に対して系統電力が容易

に提供できる環境であるが，系統から事前計画以上の想定外の電力供給が困難な場所に位置

する DHC もあり，本研究では設備の故障が大きく影響する後者を想定する． 

ガスエンジンが故障し，電力の供給ができなくなった場合，エネルギープラントの受電設備容

量分の系統電力や可動状態にある他のガスエンジン設備でも補えなければ，電力需要に対し

て供給不足が生じ，停電が発生する．また，ガスエンジンはエンジン排熱から熱エネルギーも供
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給するため，故障時には熱エネルギー不足も生じる場合もある．この時，供給地域の建物では

業務が継続できないことなどの損害が発生するため，エンジンの故障停止によって生じる電力，

温熱の各エネルギーの不足に対してはペナルティを支払う扱いでモデル化した． 

 

3.3.2 対象とする地域冷暖房システム 

本研究で検討した CGSのシステム構成とエネルギー機器の定義を Fig. 3.1に示す． 

一次エネルギーは電力と燃料であり，供給エネルギーの種別𝐸𝑛は，電力PWR，暖房熱源

HET，給湯用温水HTW，冷房熱源COLである． 

電力は電力系統とエンジン発電設備から供給される．エンジンは電力だけでなく，冷却シス

テムや排気ガスから回収される熱エネルギーも供給する．排熱ボイラによる排気ガスからの蒸気

は吸収式冷凍機で使用可能であり，熱交換器を備えたエンジン冷却システムから回収された温

水は暖房用熱源供給と温水供給に使用可能である．なお，総回収熱量が需要量を超える場合

は，余剰熱として大気中に放出され，エネルギーロスとなる． 

なお，ガス吸収式冷温水機や排熱投入型冷温水機(ジェネリンク)などは，季節に応じて供給

するエネルギーHETと COLを選択して運用できるものとし，設備費については冷水出力容量を

基に算出する． 
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Definition of energy (𝐸𝑛) 

PWR : Power, WHW : Waste hot water, STM : Steam, 

HTW : Hot water, HET : Heating, COL : Cooling 

Definition of equipment (𝑖) 

CHP : Combined heating and power supply system of gas engines, 

ABD : Steam absorption chiller,   

ABG : Gas absorption chiller, (ABGH at heating operation) 

GBO : Gas steam boiler,   

GEN : Waste heat absorption chiller, (GENH at heating operation) 

GRD : Grid power,   

SZH : Steam heat exchanger for heating, 

SZW : Steam heat exchanger for hot water supply,  

TCH : Centrifugal chiller,  

WZH : Hot water heat exchanger for hot water supply, 

WZW : Hot water heat exchanger for heating 

Fig. 3. 1 System flow and index of technologies 
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次に，想定した機器の容量あたりの設備単価，効率と COP(Co-efficient of Performance)を

Table 3.1に示す[3-11, 3-12]． 

COP とは成績係数とも呼ばれ，機器に入力したエネルギーに対してどれだけのエネルギーを

出力できるかを示す指標である．機器は入力されたエネルギーを動力とし，別のエネルギーを

出力する．都市ガスを動力源に駆動する機器は出力に比例して消費したガスの消費量を算出

する．電力・熱を動力源とする機器はエネルギー効率を用いて消費量を算出する． 
 
Table 3.1 Cost and efficiency of assumed equipment 

Equipment Cost 
[JPY /kW] Efficiency 

Combined heat and power 
High-speed Gas engine 220,000  (Refer to  

Table 2.1) Medium-speed Gas engine 330,000  

Cooling 

Gas absorption chiller 25,700  (COP) 1.3 

Steam absorption chiller 36,500  (COP) 1.45 

How water absorption chiller 36,500  (COP) 0.7 

Exhaust gas absorption chiller 28,600  (COP) 1.35 

Centrifugal chiller 51,400  (COP) 5.5 

Heating, 

Hot water supply 

Gas steam boiler 7,200  95% 

Steam heat exchanger 26,000  98% 

Heat exchanger 10,000  98% 

 

 

3.3.3 目的関数 

対象となる DHC の設備構成を MIP により定式化して最適化を行い，その負荷に応じた最も

経済的な設備構成・容量を自動で算出する手法を検証する．目的関数は年間費用とし，これを

最小化する各設備の容量および出力を算出した．  

年間費用[JPY]は固定費[JPY]と変動費[JPY]の和である． 

 

𝑐𝑎𝑛𝑛𝑢𝑎𝑙 = 𝑐𝑓𝑥 + 𝑐𝑟𝑛 (3.9)  
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固定費は耐用年数や金利などを考慮した設備償却を1年あたりの金額に換算したものと系統

電力の基本料金である．各設備𝑖の設備容量[kW]，設備費単価[JPY/kW]，耐用年数[年]と利

率を用いた設備償却費[JPY]，契約電力[kW]，電力基本料金[JPY/kW・月]を用いて次式で表

される． 

 

𝑐𝑓𝑥 = ∑ (𝑞𝐶𝑝𝑖 × 𝑃𝑟𝐶𝑝𝑖 ×
𝑟(1 + 𝑟)𝑡

(1 + 𝑟)𝑡 − 1
)

𝑖

+ (𝑞𝐶𝑝𝐺𝑅𝐼𝐷 × 𝑃𝑟𝐶𝑝𝐺𝑅𝐼𝐷 × 12) (3.10)  

 

変動費には次式のとおり，系統電力料金[JPY]およびガスの従量料金[JPY]，ガスエンジンの

メンテナンス費[JPY]が含まれる． 

 

𝑐𝑟𝑛 = 𝑐𝐺𝑑 + 𝑐𝐹𝑙 + 𝑐𝑀𝑡 (3.11)  

 

系統電力料金[JPY]は対象とする月，日，時間，昼間と夜間それぞれの系統電力従量料金単

価[JPY/kWh]とその使用量[kWh]を用いて次式で表される． 

 

𝑐𝐺𝑑 = 𝑃𝑟𝐺𝑑𝐷 × ∑ 𝑞𝑂𝑤𝐺𝑅𝐼𝐷,𝑑,ℎ𝑑,𝑚

𝑑,ℎ𝐷,𝑚

+ 𝑃𝑟𝐺𝑑𝑁 × ∑ 𝑞𝑂𝑤𝐺𝑅𝐼𝐷,𝑑,ℎ𝑛,𝑚

𝑑,ℎ𝑁,𝑚

 (3.12)  

 

年間のガス料金はガス単価[JPY/kW]，各ガス使用機器𝑖𝐺の出力[kW]と熱効率を用いて次

式で表される．ここで，𝐸𝑛は負荷側で消費されるエネルギー，電力PWR，暖房熱源HET，給湯

用温水HTW，冷房熱源COLである． 

 

𝑐𝐹𝑙 = 𝑃𝑟𝐹𝑙 × ∑ (
𝑞𝑂𝑤𝑖𝐺,𝑑,ℎ,𝑚

𝑄𝐸𝑓𝑖𝐺,𝐸𝑛
)

𝑖𝐺,𝑑,ℎ,𝑚,𝐸𝑛

 (3.13)  

 

ガスエンジンのメンテナンス費は運転時間に比例して単価[JPY/h]を課す．ガスエンジンが各

時刻に稼働しているとき 1，それ以外のとき 0 になるバイナリ変数の和がガスエンジンの運転時

間となる．ガスエンジンのメンテナンス費は次式で表される． 
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𝑐𝑀𝑡 = 𝑃𝑟𝑚𝑡 × ∑ 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑑,ℎ,𝑚

𝑖𝐶𝐺,𝑑,ℎ,𝑚

 (3.14)  

 

3.3.4 制約条件 

各時刻でのエネルギー供給について，以下の条件を設定した． 

地冷エネルギープラントの各設備から供給される出力は最終的に，冷水は冷房用途，温水は

暖房用途と生活熱水用途となる．負荷側で消費される各エネルギー𝐸𝑛の１時間あたりのデマン

ド[kW]は，各設備𝑖の出力[kW]を各設備の熱効率で需要エネルギーに変換した和と等しい．同

じく，熱源機器𝑖𝐻の暖房・給湯の合計設備容量はピーク需要より大きく準備される． 

 

𝐷𝑚𝐸𝑤𝐸𝑛,𝑑,ℎ = ∑ (
𝑞𝑂𝑤𝑖𝐺,𝑑,ℎ

𝑄𝐸𝑓𝑖,𝐸𝑛
)

𝑖

 (3.15)  

 

∑ (
𝑞𝐶𝑝𝑖𝐻

𝑄𝐸𝑓𝑖𝐻,𝐻𝑡𝑤
+

𝑞𝐶𝑝𝑖𝐻

𝑄𝐸𝑓𝑖𝐻,𝐻𝑒𝑡
)

𝑖𝐻

≥ 𝐷𝑚𝑃𝑤𝐻𝑡𝑤 + 𝐷𝑚𝑃𝑤𝐻𝑒𝑡 (3.16)  

 

給電設備𝑖𝑃と冷水供給設備𝑖𝐶それぞれの合計設備容量[kW]は，それぞれのピーク需要より

大きく準備される． 

 

𝐷𝑚𝑃𝑤𝑃𝑤𝑟 ≤ ∑ 𝑞𝐶𝑝𝑖𝑃

𝑖𝑃

 (3.17)  

 

𝐷𝑚𝑃𝑤𝐶𝑜𝑙 ≤ ∑ 𝑞𝐶𝑝𝑖𝐶

𝑖𝐶

 (3.18)  

 

各時刻の機器の出力は機器の容量を超えない． 

 

𝑞𝑂𝑤𝑖,𝑑,ℎ,𝑚 ≤ 𝑞𝐶𝑝𝑖 (3.19)  

 

排熱投入型冷温水機 GEN はガス駆動部分 DAB と温水駆動部分 SAB によって表される．
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排熱投入型冷温水機の容量[kW]はガス駆動部分の容量[kW]と等しいとする． 

 

𝑞𝐶𝑝𝐺𝐸𝑁 = 𝑞𝐶𝑝𝐷𝐴𝐵 (3.20)  

 

排熱投入型冷温水機容量[kW]の 40%がその温水駆動部分の容量[kW]とする． 

 

𝑞𝐶𝑝𝐺𝐸𝑁 = 𝑞𝐶𝑝𝑆𝐴𝐵 × 0.4 (3.21)  

 

排熱投入型冷温水機の出力はガス駆動部分と温水駆動部分の合計とする． 

 

𝑞𝑂𝑤𝐺𝐸𝑁,𝑑,ℎ,𝑚 = 𝑞𝑂𝑤𝐷𝐴𝐵,𝑑,ℎ,𝑚 + 𝑞𝑂𝑤𝑆𝐴𝐵,𝑑,ℎ,𝑚 (3.22)  

 

ガス駆動型・排熱投入型の吸収式冷温水機の運用は，夏季は冷水供給，冬季は温水供給と

する． 

ガスエンジン発電設備は定格容量の 50%以上の電力負荷でのみ運転可能とする．各ガスエ

ンジン発電設備の設備容量とその出力は運転時において次式の条件となる． 

 

0.5 × 𝑞𝐶𝑝𝑖𝐶𝐺 ≤ 𝑔𝑂𝑤𝑖𝐶𝐺,𝑑,ℎ,𝑚 ≤ 𝑞𝐶𝑝𝑖𝐶𝐺 (3.23)  

 

なお，故障に対応するために増加した設備容量についてはバックアップ用途に限定せず，通

常運用でも利用出来るものとする． 

 

3.3.5 故障・修理のモデル化 

故障を考慮するケースでは，ガスエンジンの停止によって不足するそれぞれのエネルギー

[kWh]へ他設備で補償を行い，供給が需要を満足できない分についてはペナルティを課す． 

この場合，目的関数である年間費用[JPY]は固定費[JPY]と変動費[JPY]，及びペナルティ

[JPY]の和である． 
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𝑐𝑎𝑛𝑛𝑢𝑎𝑙 = 𝑐𝑓𝑥 + 𝑐𝑟𝑛 + 𝑐𝑃𝑛 (3.24)  

 

ペナルティの評価については単位電力あたりの単価を用いて，他の不足エネルギーもこの電

力価格を基準とする．つまり，熱の供給不足に対するペナルティには一次エネルギー基準で日

本の火力発電の効率 44.1%を乗じ[3-13]，冷熱供給不足については平均的なエアコンの COP

を参考にした 3.0で除した値とすると，ペナルティ[JPY]は以下の式に従って課される． 

 

𝑐𝑃𝑛 = 𝑃𝑟𝑝𝑛 × ∑ 𝐹𝐷𝑦

𝑦

 

× ∑ {𝑝𝐸𝑤𝑃𝑊𝑅,ℎ,𝑚 + (𝑝𝐸𝑤𝐻𝐸𝑇,ℎ,𝑚 + 𝑝𝐸𝑤𝐻𝑇𝑊,ℎ,𝑚) × 0.441 +
𝑝𝐸𝑤𝐶𝑂𝐿,ℎ,𝑚

3.0
}

ℎ,𝑚

 
(3.25)  

 

また，ペナルティを考慮する場合は，各エネルギーについて供給が需要を満足できない分が

ペナルティとなる． 

 

𝐷𝑚𝐸𝑛,𝑑,ℎ,𝑚 = ∑ (
𝑞𝑂𝑤𝑖,𝑑,ℎ,𝑚

𝑄𝐸𝑓𝑖,𝐸𝑛
)

𝑖

+ ∑ 𝑝𝐸𝑤𝐸𝑛,𝑑,ℎ,𝑚

𝑒𝑡

 (3.26)  

 

なお，本モデルではガスエンジンの故障の発生，及び修理の完了は 1 日単位で行われると

する．すなわち，故障発生日の翌日は修理が完了し，修理完了後は故障前と全く同じ状態に戻

るものとする．また．エネルギー不足による生産活動などへの経済的影響は平日が顕著であると

考えられるため，平日について故障発生を考慮する．保有しているガスエンジンの台数を𝑁とし

て，𝑁台の内𝑦台(𝑦=1,2…, 𝑁)が故障する場合を故障パターン𝑦とする． 

ガスエンジンの故障発生日にはガスエンジンは運転できず出力が 0 となる制約条件を設ける．

対象となるガスエンジン発電設備の出力[kW]は，故障，その発生日の月，その日の内の時間を

用いて，次の式のとおり． 

 

𝑞𝑂𝑤𝑖𝐶𝐺,𝐹𝑃,ℎ,𝑚 = 0 (3.27)  
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3.3.6 パラメータの設定 

a)  ガスエンジン 

最適な設備構成におけるガスエンジンの台数を導くため，送電出力 7700kW のガスエンジン

の台数を 0～6の範囲で台数を変動させた． 

なお，ガスエンジン発電設備 1 台の送電出力は発電容量 8000kW から補機動力 300kW を

差し引いた想定である． 

 

b)  故障に関するパラメータ 

本研究では MTBF:8000[h]，MTTR:24 [h]と想定した．この値を用いて算出した故障率，修理

率，平均アベイラビリティを Table 3.2に示す．また，Fig. 3.2に各故障パターンの発生確率を示

す． 

停電によるペナルティは高圧電力契約事業所の被害額原単位より，2,800[JPY/kWh]を採用

した[3-14, 3-15]． 

 

Table 3.2 Parameters about the failure 

Ratio of failure 𝜆 Ratio of fixing Average availability Ā 

1.25×10-4 4.17×10-2 0.997 
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Fig. 3.2 Outbreak probability in every trouble number pattern 

 

c)  ユーティリティ料金，設備費 

設備費は耐用年数や利率を考慮し，一年あたりの設備償却として評価した．設備の耐用年

数𝑡 [年]，利率𝑟 [%]，及び算出した固定費率[-]を Table 3.3に示す．主機である発電設備の法

定耐用年数である 15年，利率 3%に対し，設備償却率 0.0838 となる． 

 

Table 3.3 Fixed ratio 

Service life: 𝑡 [年] Interest rate: 𝑟 [%] Equipment depreciation rate [-] 

15 3 0.0838 

 

電力料金は昼間の CGS 運用によって夜間の買電比率が上がる場合に多く選択される時間

帯別料金とする．料金は東京電力管内の特別高圧電力契約を参考に設定し，Table 3.4に各ユ

ーティリティ料金を示す． 

なお，現在，一般的には電力買取り価格は自家発電コストに比べて非常に低いため，経済性

の観点から当該地冷エネルギープラントからの送電による売電については行わない運用とす
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る． 

 

Table 3.4 Tariffs 

Electricity Gas 

Basic charge 

 

𝑃𝑟𝐶𝑝𝐺𝑅𝐼𝐷 

Usage charge 

(Daytime: ℎ𝐷)  

 𝑃𝑟𝐺𝑑𝐷 

Usage charge 

(Nighttime: ℎ𝑁) 

𝑃𝑟𝐺𝑑𝑁 

Usage charge 

 

𝑃𝑟𝐹𝑙 

[JPY/kW・month] [JPY/kWh] [JPY/kWh] [JPY/kWh] 

1,631 16.7 12.22 6.48 

 

 

3.4 シミュレーション結果 

 

3.4.1 対象とする地域冷暖房システム需要想定 

本章で想定するDHCの供給対象地域の業種別の床面積を Table 3.5に示す．これは実際に

アジア地区で計画された DHC を参考にしたものであり，概略規模としては大型の郊外型ショッ

ピングセンターが 2～3 棟，加えて，それぞれ約 15 階建てのオフィスビルと集合住宅，通常クラ

スのホテルが 10棟前後であり，最大電力負荷は 38,527kWである． 

 

Table 3.5 Floor space according to the type of industry 

Building type Floor Area [×103 m2] 

Office buildings 320 

Commercial facilities 360 

Residences 120 

Hotels 70 

Total 870 

 

なお，本研究のシミュレーションでは，各月，日，時間に応じた 1 時間ごとの電力・暖房・冷

房・給湯の各エネルギー需要を考慮し，文献データに基づいて平日・土曜日・休日の日別の負

荷パターンを確立した．負荷データは日本における典型的な負荷データ[kW/㎡・h]に想定した
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各業種の延べ床面積を乗じたもので[3-16]，人口分布から関東・中部・近畿などの温暖な地域

が想定される． 

DHCの 1年間の各月の平日，土曜，休日一日あたりの需要パターンを Fig. 3.3に示す． 
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(a) weekday 

 

(b) Saturday  

 

(c) Off day 
Fig. 3.3 Energy demand of assumed DHC 
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3.4.2 コストに対する影響 

想定した負荷に対し，まず，故障を考慮しない単純な設備構成の最適化としてガスエンジン

を導入しない場合と導入台数を１から 6 まで変化させた場合の年間運用コストを解析し，次にガ

スエンジンの故障を考慮して同様にガスエンジン台数を 1 から 6 まで変化させた場合の年間運

用コストを解析した．それらの比較を Fig. 3.4に示す． 

ガスエンジン故障を考慮しない場合は，ガスエンジン 4 台まではガスエンジン台数の増加に

従い段階的に年間コストが下がり，5 台からは増加に転じる．つまり，本研究の条件ではガスエ

ンジン 4 台導入のときに最適機器構成となり，ガスエンジン 5 台以上の設備構成は過剰な設備

であることが解る．これに対し，故障を考慮した場合はガスエンジン 5 台の設備構成が最も年間

運用コストの安い最適構成となった．固定費と変動費の合計はガスエンジン 4台が最も低いが，

ガスエンジンの想定外停止時に発生するペナルティを加えると 5 台案を上回る．これは，ガスエ

ンジン４台の設備構成では 5 台案に比べてガスエンジンの想定外停止に対応できる容量が不

足していることを示している． 
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Fig. 3.4 Comparison of the system cost by considering failure 

 

3.4.3 機器構成に対する影響 

故障を考慮しない場合と故障を考慮した場合での熱供給設備容量を Fig. 3.5 に，冷水供給

設備容量を Fig. 3.6に示す．また，各設備容量の増加割合を Table 3.6に示す． 
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(a) Without considering failure 

 

(b) With considering failure 

Fig. 3.5 Capacity of heating and hot water supply equipment 
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(a) Without considering failure 

 

(b) With considering failure 

Fig. 3.6 Capacity of cooling equipment 
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Table 3.6 The ratio that the capacity of the apparatus increases by considering failure 

Number of Gas engines 

Equipment 
1 2 3 4 5 6 

H
eating Energy 

consumer 

GBO : Gas steam boiler 144% 100% 106% 133% 100% 100% 

Gas absorption Heater 

(same of ABG as below) 
93% 95% 95% 96% 152% 114% 

Energy 

transformer 

Exhaust gas absorption 

heater (same of GEN as 

below) 

100% 100% 100% 100% 101% 96% 

SZW : Steam heat 

exchanger for hot water 

supply 

127% 100% 106% 116% 100% 100% 

SZH : Steam heat 

exchanger for heating 
100% 100% 100% 92% 100% 100% 

WZW : Hot water heat 

exchanger for heating 
100% 100% 100% 101% 100% 100% 

WZH :Hot water heat 

exchanger for hot water 

supply 

83% 100% 95% 83% 100% 100% 

C
ooling Energy 

consumer 

ABG : Gas absorption 

chiller 
93% 95% 95% 96% 152% 114% 

ABD : Steam absorption 

chiller 
100% 100% 100% 100% 99% 100% 

Energy 

transformer 

TCH : Centrifugal Chiller 691% 599% 573% 433% 69% 99% 

GEN : Exhaust gas 

absorption chiller 
100% 100% 100% 100% 101% 96% 

 

ガスエンジン発電設備の排熱を可能な限り有効利用する設備構成が高い経済性となる傾向

にある．本研究の条件では故障考慮の有無にかかわらず，ガスエンジン 5 台以下のケースでは

排熱投入型冷温水機はガスエンジンの容量に比例して増え，それ以上は増加率が緩やかにな
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ることから，ガスエンジン 5台が排熱を最大で有効活用できる容量であることがわかる． 

故障を考慮した場合での各設備の増加割合についても，設備容量が過剰となるガスエンジン

5 台以上とそれより下の場合とで傾向が異なっている．ガスエンジン 5 台以上の場合は，故障を

考慮するとガス吸収冷温水機の容量が増加している．一方で，ガスエンジン 4 台以下の場合は，

ガス吸収冷温水機の容量は減少し，ターボ冷凍機，ガスボイラの容量が増加する．ガスエンジ

ンが過剰にある場合，故障が発生してもバックアップの役割を果たす余剰設備が十分にあり，

故障の影響はピーク容量よりも通常運用での排熱の不足という面が大きくなる．従って，故障に

より減少する排熱分については吸収式冷温水機の容量が増加する．一方，余剰の設備が無い

場合は，まず，ピーク時の故障に対して供給能力の確保が必須であるが，時間的には限られて

いるためにエネルギー効率に対して設備単価が安価なガスボイラやターボ冷凍機が導入される．

そして，これらは通常運用時にもある程度は運用されるため，その分，ガス吸収式冷温水機の

容量は減少する． 

 

3.4.4 ペナルティが及ぼす影響 

電力のペナルティ単価を 2800[JPY/kWh]から，同じく停電コストとして論じられる水準を踏まえ，

2～3 倍となる 5600[JPY/kWh]，8400[JPY/kWh]へと変化させた[3-17]．その場合の年間コストへ

の影響を Fig. 3.7に，また，ガスエンジン台数を変化させた場合の年間ペナルティ額を Fig. 3.8

に示す． 

この規模のペナルティ単価の変更では，ガスエンジン 5 台導入時での年間の運用コストが最

も低いという結果は変わらないが，ガスエンジン台数が増えるに従ってペナルティ単価の違いに

よる影響が小さくなっていく傾向にある．これは，台数増加によってガスエンジン故障の確率は

上がるものの，実際には Fig. 3.3に示すとおり複数台の同時故障の確率が非常に低いために影

響が小さく，逆にガスエンジン台数が増えることで設備に余裕ができ，不足するエネルギー量が

小さくなることを示している． 
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Fig. 3.7 Influence on annual cost of penalty cost changing 

 

 

Fig. 3.8 Annual penalty cost, sum of Power, Heat, and Cooling 
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3.4.5 故障を考慮しない構成での故障時の評価 

故障を考慮していない最適機器構成と，故障を考慮した最適機器構成に対して，故障が起こ

りうるシミュレーションを行った比較を Fig. 3.9に示す．上述 3.4.2の結果にあるとおり，故障を考

慮していない最適機器構成でのガスエンジンは 4台，故障を考慮した最適機器構成でのガスエ

ンジンは 5台である．故障を考慮していない設備構成では故障への対応が十分に出来ず，ガス

エンジンが想定外の停止をすることで電力・熱・冷水が不足し，それぞれにペナルティが課され

る．故障を考慮しないガスエンジン 4 台での最適機器構成の年間コストは，故障を考慮したガス

エンジン5台での最適機器構成のものよりも高くなった．この差はペナルティ単価が高くなるほど

大きくなる傾向にあり，電力ペナルティを 2800[JPY/kWh]，5600[JPY/kWh]，8400[JPY/kWh]と

変化させた場合，電力ペナルティ 2800[JPY/kWh]の条件で故障を考慮した場合の年間コストを

100%とすると，それぞれ 101.2%，105.3%，109.4%と大きくなる．これを CGS 導入による経済効

果でみると，Fig. 3.10 に示すとおりそれぞれのケースで 95%，84%，64%と減少する．予め故障

を考慮した最適機器構成ではペナルティが占める割合が少なくなるため，故障を考慮した設備

計画はペナルティ単価の変動に影響を受けにくく，経済的なリスクを回避できると評価された． 
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Case 
Penalty： 2800 JPY/kWh 5600 JPY/kWh 8400 JPY/kWh 

Fig. 3.9 Comparison of the annual cost by considering failure with changing power penalty 

unit cost 
 

 
Case 
Penalty： 2800 JPY/kWh 5600 JPY/kWh 8400 JPY/kWh 

Fig. 3.10 Comparison of the economic effect by considering failure with changing power 

penalty unit cost 
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3.5 結論 

 

本研究では複数セットのガスエンジンCGSが導入されるDHCにおいて，ガスエンジンの故障

確率を考慮した最適設備成を解析した． 

まず，故障を考慮した場合では夏季の電力デマンドと冷房負荷のピークにガスエンジンが停

止することが考慮され，冷水供給能力不足をバックアップするために特に冷凍機の導入容量の

増加が顕著となった．また，故障を考慮した場合の年間のペナルティの額はガスエンジン台数と

ペナルティ単価により変化するが，今回検証した範囲ではいずれの場合も年間コストの数パー

セント内に収まった．これは，他の設備の余剰が増加したことによるバックアップ設備の容量増

加も一因であるが，ガスエンジン台数の増加により故障の発生率は上がっても複数台数が同時

に故障する確率は非常に小さいことにより，その影響が抑えられることも理由である． 

今回の条件の地域冷暖房システムの経済性については，故障を考慮しない最適設備構成で

のガスエンジン台数が 4 台に対し，故障を考慮する場合は 5 台であることが示された．つまり，

故障の考慮により経済的に最適なガスエンジン台数は変わる場合がある事が明らかとなった．

また，故障を考慮していない設備構成で故障を想定した場合，あらかじめ故障を考慮して計画

された設備構成よりも年間コストが増加した． 
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Nomenclature 
 
 
Index 
𝑑 Days integer from 1 to 365 
𝐷  Days in the term for evaluation  365 
𝐸𝑛 Types of energies PWR, WHW, STM, HTW, HET, COL 
ℎ Hours integer from 1 to 24 
𝑖𝐶  Cool water supply equipment ABD, ABG, GEN, TCH 
𝑖𝐶𝐺  CHP of Gas engines integer from 1 to 6 
𝑖𝐺  Gas consuming equipment CHP, ABG, GBO, GEN 
𝑖𝐻  Hot water supply equipment CHP, SZH, SZW, WZH, WZW 
𝑖𝑃  Power supply equipment GRID, CHP 
𝑚 Month integer from 1 to 12 
𝑁 Numbers of CHP of Gas engines integer from 1 to 6 
𝑇 Hours in the term for evaluation  8760 
𝑤 Day types Weekday, Saturday, and Holiday 
 
 
Variables and parameters for the failure modeling 

𝐴(𝑇) Average availability in the term of 𝑇  

�̅� Average availability 
𝐹𝐷𝑦 Expected value of days of failure pattern 𝑦 

𝐹𝑃 Status in Failure  

𝐹𝑃𝑦 Possibility of failure pattern 𝑦 

𝑁(𝑡) Numbers of CHP in operation in 𝑡 

𝑛(𝑡) Numbers of failure in 𝑡 

𝑃0(𝑡) Possibility Equipment can be in operation in 𝑡   

𝑃1(𝑡) Possibility Equipment cannot be in operation in 𝑡  

𝑝𝐸𝑤𝐸𝑛 Shortage of energy as penalty (𝐸𝑛)[kWh] 

𝑃𝑟𝑝𝑛 Unit price of penalty [JPY/kWh] 

𝑡 Time 
𝑦 Numbers of equipment in failure 

𝛥𝑡 Unit time  

𝜇(t) Possibility Equipment to be in repair working in 𝑡 

𝜆(𝑡) Possibility Equipment to be in Failure status in 𝑡 
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Variables representing the cost for the objective function 

𝑐𝐹𝑙 Cost of fuel gas [JPY] 

𝑐𝐺𝑑 Grid power monthly demand charge [JPY] 

𝑐𝑀𝑡 Maintenance cost of gas engine [JPY] 

𝑐𝑃𝑛 Penalty cost [JPY] 

𝑐𝑎𝑛𝑛𝑢𝑎𝑙 Annual operating cost [JPY]  

𝑐𝑓𝑥 Fixed cost [JPY] 

𝑐𝑟𝑛 Variable cost [JPY] 

𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ Operating state at each time as binary 

𝑞𝐶𝑝𝑖 Rated capacity of equipment [kW]  

𝑞𝑂𝑤𝑖,𝑑,ℎ Power supply from equipment [kWh]  

𝑞𝑂𝑤𝐺𝑅𝐼𝐷,𝑑,ℎ𝐷,𝑚 Power supply from Grid in daytime [kWh]  

𝑞𝑂𝑤𝐺𝑅𝐼𝐷,𝑑,ℎ𝑁,𝑚 Power supply from Grid in nighttime [kWh]   

𝑟 Interest rate [-]  

𝑡 Service life [year]  

 

Parameters 

𝐷𝑚𝐸𝑛,𝑑,ℎ,𝑚 Energy demand in a time-domain (𝐸𝑛) [kW]  

𝐷𝑚𝑃𝑤𝐸𝑛  Peak of Power demand (𝐸𝑛) [kW]  

𝑃𝑟𝐶𝑝𝑖 Unit price of equipment (𝑖) [JPY /kW]  

𝑃𝑟𝐶𝑝𝐺𝑅𝐼𝐷 Grid, monthly demand charge [JPY /kW]  

𝑃𝑟𝐹𝑙 Unit price of fuel gas [JPY /kW]  

𝑃𝑟𝐺𝑑𝐷 Grid, usage fee for day-time [JPY /kWh] 

𝑃𝑟𝐺𝑑𝑁 Grid, usage fee for night-time [JPY /kWh]  

𝑃𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 Cost of maintenance [JPY]  

𝑃𝑟𝑚𝑡  Unit price of Engine maintenance [JPY /kWh]  

𝑄𝐸𝑓𝑖,𝐸𝑛 Efficiency of equipment (𝑖, 𝐸𝑛) [-]  
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第4章 中速/高速ガスエンジンコージェネのメンテナンスを考慮した
設備最適化 

 

 

4.1 緒論 

 

4.1.1 コージェネレーションシステム経済性評価の課題 

本章では，発電設備の信頼性に大きく影響するメンテナンスに着目し，運用に対する影響を

評価する． 

現在，一般的に発電用に用いられているレシプロエンジンには，回転数により大きく中速・高

速の二種があり，それぞれ特性が異なるが，従来，DHC に多く導入されているガスエンジン

CGS 計画時の経済性検討では高速・中速どちらか一方のエンジンによる複数セットでの評価が

行われ，各ユニットの運転時間の累積が均等になるように運用されてきた．また，メンテナンス費

用は，発電量あたりの平均値を単価とした計算で評価され，実際に発生する交換部品の寿命や

作業の頻度，コストの変動などが考慮されていない． 

ガスエンジンも中速・高速のそれぞれで特性が異なるため，それらの混成による CGS におい

てもそれぞれのイニシャルコスト，メンテナンス，熱・発電効率といった特性を複合的に考慮して

経済性検討を行うことは，技術選択の幅を広げるという点で重要である．それら特性の中でも，

本研究では特にメンテナンスプロセスに主眼を置き，従来は明確に運用用途が違う場合を除い

てなされてこなかった高速・中速の混成での経済性シミュレーションを行い，その有用性を評価

する． 

 

4.1.2 メンテナンスプロセスに主眼を置いたシステムの最適化 

エネルギー機器のメンテナンスの最適化に関する先行研究という視点では，まず，アベイラビ

リティと信頼性を確保するための火力発電のメンテナンス計画において，システムのアベイラビリ

ティを維持するためにはメンテナンスに多額の投資が必要であり，プラントの収益に大きな影響

を与える可能性があると報告されている[4-1]．また，火力発電所のガスタービンにおいて故障の

リスクに応じてメンテナンススパンを延長することにより，メンテナンスコストの削減を検証している
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報告もある．ガスタービンでは，重要部品である燃焼関連の高温部品の保守部品が高価なため，

運用の実情を把握した上で，メーカー推奨ではなく自主的にメンテナンス計画を設定しているも

のである[4-2]． 

本研究で提案するメンテナンスの最適化手法には，Fig. 4.1に示すように 2つの軸を持つ．1

つは対象期間中の各単位時間での運用コストの最適化であり，もう 1 つは経過時間に対する累

積稼働時間の傾向を最適化することによる保守コストの最適化である． 

 

 

Fig. 4.1 The axes of optimization for CGS operation cost for each time and maintenance cost on 

elapsed time 

 

上述のような従来の同型複数ユニットでの最適化で検証対象とされているのは第 1 の軸であ

る．異なるタイプのエネルギー設備の混成運用という観点の先行研究としては，火力発電制御

システムへの提案ではあるが，CGSの発電部分に焦点を当て，1サイト内での異なるタイプの発

電設備を効率運用するための制御理論の重要性が提起されている[4-3]．ただしこの事例では，
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経過時間を考慮したメンテナンススケジュールの最適化の観点は含まれていない． 

第 2 の軸として，複数ユニットが長期間稼働するといった CGSの主原動機と共通する特徴が

ある冷凍機についても特性の異なる建物の冷凍機の保守計画と機器更新のタイミングの最適化

について，基礎研究[4-4]，及び実際の建物を考慮した[4-5]検証がなされており，運用の最適

化により経済効果を引き出すことが示されている．また，機器のライフサイクルを考慮して更新タ

イミングの最適化の検証もなされており[4-6]，これらの先行研究では設備のメンテナンス最適化

の際にさまざまなタイプのユニットの特性ごとにメンテナンススパンやコストなどの実際のメンテナ

ンスプロセスが考慮されている．しかし，冷暖を入れ替える負荷の無い時期にメンテナンスに入

る冷凍機と違い，CGS の主原動機は運転時間の累積でメンテナンスのタイミングが決まるため，

各経過時間の運転の有無次第でメンテナンスのタイミングが変わり，仮にメンテナンス費節約の

ために CGS の主原動機が稼働しない場合にはバックアップ機器の運転が必要になるなど，冷

凍機にはない考慮すべき選択肢が多数存在し，複雑な条件となる． 

 

4.1.3 シミュレーション手法 

上述のとおりメンテナンスプロセスを考慮した CGS 運用最適化において異なる種類を混成し

たガスエンジンの運用をベースに設備構成を最適化することは容易ではない．どのガスエンジ

ンの組み合わせの最適設備構成が最もライフサイクルコストの削減に効果があるかの検証とな

る． 

従来，シミュレーションにおいてメンテナンス費用は頻度や所要時間などを考慮せず発電量

あたりの平均値の単価を用いて試算されてきた．しかし，本研究では今まで考慮されてこなかっ

た頻度や所要時間を考慮し，費用を実際に交換部品や人件費のコストが発生するメンテナンス

実行の都度で計算する方法をとった．この方法によりコスト変化が時間ごと詳細に算出され，使

用期間を想定した上での経済的比較が容易という利点が存在する． 

以上より，本研究では DHC への二種，複数台の CGS導入時の詳細なメンテナンスプロセス

を考慮した経済的評価を行う．モデル化に際しては CGSを導入したDHCにおいて最適な設備

構成を決定する．従来，CGS の原動機の設備コストの評価は線形で行われることが多いが，実

際には，各社の製品ラインナップや在る一定容量を境界として機器構造が大きく変わり，容量比

コストが線形にならないため，その点も検証を行う． 
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4.2 地域冷暖房システムにおけるガスエンジンコージェネレーションシステム運用 

 

4.2.1 従来のガスエンジン運用・評価手法と新たな手法の提案 

従来，CGS の主機となる発電設備が複数台導入された場合の運用は，いわゆる”ローテーシ

ョン運用”と呼ばれるもので，基本的に各ユニットで運転時間に大きなばらつきが生じないように

行われる．この運用では全ユニットが同じようなタイミングで同じ種別のメンテナンス作業を迎え

るため，設備の管理が容易となり，必要となる補用パーツも全ユニットで共通のタイミングで揃え

ることが出来るために，費用の低減が見込めるなどのメリットがある．また，特殊な事例を除いて，

設備の運用年数が決められることはないため，各ユニットの運転時間は均等に累積していく．メ

ンテナンス費用はシンプルに発生した種別ごとで支払う場合もあるが，発電量にメンテナンス単

価を乗じて決める方式が多くのユーザで採用されている．この方式では自家発・CGS の運用で

得られたメリットの中から都度，経費としてメンテナンス費用を支払うという形になるため，運転費

の変動が抑えられ，予算管理が容易となる． 

これに対し，本章で提案する運用方法は，設備の運用年数を定め，運転費用の低減を目的

とした運用とする．各時間のデマンドに対して各ユニットはそれぞれの累積運転時間とメンテナ

ンスプロセスを考慮して運転・停止が決められるため，必ずしも各ユニットの運転時間は同一に

はならない．また，メンテナンス費用は種別ごとで発生する．あらかじめ設備の運用年数を定め

ることで，事業実現性を評価が容易になり，また，例えば稼働開始から数年経過後の大規模メ

ンテナンスを実施したにも関わらず，運用期間が終了してしまうというような無駄な支出を回避す

ることができるというメリットがある． 

 

4.2.2 中速機および高速機の特性 

本章で注目するエンジンの特性はメンテナンスプロセスである． 

メンテナンス種別ごとの内容にも依るが，一般的に中速機より高速機の方が短いスメンテナン

スパンでメンテナンスが実行され，また，早く次のステージに上がる傾向にある． 

本研究で想定するガスエンジンの高速機・中速機のメンテナンスの実施目安をTable 4.1に時

間ごとに 6000 h まで示す． 
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Table 4.1 The schedule of gas engine maintenance 

Operation hours[h] 

Maintenance stage 
1000 2000 3000 4000 5000 6000 

High-speed 

type 

Ah ✔ 
 

✔ 
 

✔ 
 

Bh 
 

✔ 
   

✔ 

Ch 
   

✔ 
  

Medium-speed 

type 

Am 
 

✔ 
   

✔ 

Bm 
   

✔ 
  

Cm 
      

 

 

4.3 コージェネレーション運用のモデル化 

 

4.3.1 モデル化の特徴 

中速機・高速機混成の各ケースでMIPによるシミュレーションを行う．複数の定式化条件を満

たす最適解を見つけ，目的関数として表される総運用コストを最小化する． 

空調関連設備などのメンテナンス作業が一般的に春や秋の設備稼働が必要とされない時期

に実施されるのとは対照的に，ガスエンジンは累積稼働時間がメンテナンススパンに達したタイ

ミングで作業に入る必要がある．このため，各設備にはガスエンジンのメンテナンス期間中もエ

ネルギー供給を維持するための十分な容量が必要である．なお，ガスエンジン以外の設備は運

転時間に関わらず経過時間でメンテナンスが行われるため，今回のメンテナンス費用の評価の

対象外とする． 

第 1の軸として，本研究では CGS運用最適化の他の先行研究と同様に CGS内のすべての

機器の設備減価償却費と年間運用コストの和を最小化するために負荷パターンを最適化する．

本研究の最適化とは対象期間中の各単位時間において，負荷率を変動させて各ガスエンジン

と他設備との運用を検証し，その結果からCGS運用の総コストを最小化する最適解を得ることで

ある．各ガスエンジンの負荷率は都度，0％または 50％から 100％まで連続的に変化し，与えら

れたすべての線形条件下での最適解が導かれる． 

次に，経過時間を第 2 の軸とし，累積稼働時間によるメンテナンスタイミングの最適化につい
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ても考慮する．タイミングの最適化においては高速機と中速機の特性の違いを考慮して対象期

間内のメンテナンススケジュールを作成する必要がある．計画的に運用を行った上で各ガスエ

ンジンの運転時間は経過時間軸方向に累積され，メンテナンススパンに達するとメンテナンスコ

ストが発生する． 

実際のメンテナンスプロセスを考慮してガスエンジン CGS の運用を最適化するには上記の 2

つの軸を組み合わせる必要がある．つまり，各単位時間での負荷に応じた運転パターンだけで

なく，経過時間に累積された稼働時間も含めた最適化が必要である． 

これらによる最適化での変数変動の影響は稼働時間カウントの変数はメンテナンススケジュ

ールが稼働時間によって決定されるために経過時間の方向に発生し，各時間単位の DHC 設

備運転最適化の設備負荷率変数は主として各単位時間の運転コストに影響するものの，ほとん

ど経過時間に影響しない． 

今回の検証では推定年間負荷パターンは毎年繰り返されるが，各ガスエンジンの維持費は

累積運転によって決定されるため，ガスエンジンの運転・停止の判断は対象期間中の全単位時

間に対して検討する必要がある．さらに，CGS のすべての冷暖房・給湯に最適な機器構成・容

量を導き出すには単位時間ごとの各ガスエンジンの出力変動も考慮が必要である．DHC の

CGS 運用の事業実現性を評価するには，計画された機器構成である一定の期間を想定してシ

ステムのパフォーマンスを評価することが望ましい．ただし，前述のように想定対象とする機器が

多く，システムの運用期間が長くなると最適化は複雑になり検討に必要な演算リソースが大きく

なる． 

本研究で提案している手法は，ガスエンジンのメンテナンスプロセスを考慮する CGS 運用に

おいて最適化によって異なるタイプのガスエンジンの混成での運用がどのように制御されるかに

焦点を当て，従来の単一タイプの設計よりも高速機と中速機の混成が優位性を持つ可能性の

検証を目標としている．まず，最低限の必須条件下でこの最適化手法が効果的であることが明

確になることにより，次の段階として最適化の CGS 運用期間を延長し，ガスエンジンのタイプ選

択をより大規模化すれば，同様の検証により長期での最適運用解が得られる．従って，本研究

では，まず検証対象期間を 365日とする．また，1日の 24時間は 4時間ごとに Index とするℎで

示される 6 つの単位時間領域に分割される． ℎは 1～6 でℎ ≤ 4はℎ𝐷で表される昼間，ℎ ≥ 5は

ℎ𝑁で表される夜間である． 
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4.3.2 目的関数 

対象となる DHCの設備構成をMIPにより最適化を行う．年間運転費用[JPY]を目的関数とし

て，これを最小化する．年間運転費用は固定費[JPY]と変動費[JPY]の和である． 

 

𝑐𝑎𝑛𝑛𝑢𝑎𝑙 = 𝑐𝑓𝑥 + 𝑐𝑟𝑛 (4.1)  

 

固定費は第 3章の式(3.10)，変動費は式(3.11)のとおりで，電力の従量料金，ガス料金はそれ

ぞれ式(3.12)，式(3.13)のとおりであるが，メンテナンス費は運転時間に応じてメンテナンスが開

始された際に加算される． 

 

𝑐𝑀𝑡 = ∑ (𝐹𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 × 𝑃𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆)

𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑

+ ∑ (𝑁𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 × 𝑃𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆)

𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑

 (4.2)  

 

 

4.3.3 制約条件 

各制約条件は，第 3章と同じとする． 

 

4.3.4 ガスエンジンメンテナンスプロセスのモデル化 

メンテナンスプロセスでは，交換部品ごとにまとまったメンテナンス種別が部品寿命を基準に

周期的に行われる．また，一般的に設備は導入当初は故障率が高い傾向にあるため，一度の

初回メンテナンスだけは通常メンテナンスと異なる早めの時期に実施される事例もある．その点

を踏まえ，本研究では各メンテナンス種別𝑚𝑆に対応する変数を初回と通常メンテに個別に定義

する． 

初回，通常のメンテナンスにおいて，それぞれの開始日，作業日，終了日の関係性は次のと

おり． 

 

𝐹𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 = 𝐹𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑−1 + (𝐹𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 − 𝐹𝑒𝑑𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑) (4.3)  

𝑁𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 = 𝑁𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑−1 + (𝑁𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 − 𝑁𝑒𝑑𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑) (4.4)  
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メンテナンス作業は，メンテナンススパンを超えない範囲で作業日の最初の単位時間

(1[unit-h])から開始とするため．初回と通常メンテナンスにおける各種別のメンテナンススパン

[unit-h]からの前倒しの範囲は 6[unit-h]より小さい． 

 

𝐹𝑡𝑙𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 < 6 × 𝐹𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 (4.5)  

𝑁𝑡𝑙𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 < 6 × 𝐹𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 (4.6)  

 

ガスエンジンのメンテンナスは稼働時間カウンタがメンテナンススパンに達した場合に実施さ

れるため，稼働時間のカウンタは 0 または正の数である． 

 

𝑜𝐻𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑,ℎ ≥ 0 (4.7)  

 

各号機𝑖𝐶𝐺の各メンテナンス種別𝑚𝑆用にガスエンジンの稼働時間カウンタ[unit-h]と，その最

大値となるメンテナンススパン[unit-h]，初回メンテナンスが実行された以降の状態の関係性は

次式のとおり表される． 

 

𝑜𝐻𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑,ℎ  ≤ 𝐹𝑦𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 × (1 − 𝐹𝑓𝑛𝑖𝐶𝐺,𝑚,𝑑) + 𝑁𝑦𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 × 𝐹𝑓𝑛𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 (4.8)  

 

𝐹𝑓𝑛𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 = 𝐹𝑓𝑛𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑−1 + 𝐹𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 (4.9)  

 

カウントはガスエンジンの運転により増加していくため，条件ℎ>1においては，次式のとおり． 

 

𝑜𝐻𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑,ℎ = 𝑜𝐻𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑,ℎ−1 + 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑑,ℎ (4.10)  

 

メンテナンススパンに達するとメンテナンスが始まり稼働時間カウンタは 0 に戻る．なお，時間

帯 1[unit-h]においては，メンテ開始も考慮する必要があるため，条件ℎ=1では，次式のとおり． 
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𝑜𝐻𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑,1 = 𝑜𝐻𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑−1,6 + 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑑,1 

−𝐹𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 × 𝐹𝑦𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 + 𝐹𝑡𝑙𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 

−𝑁𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 × 𝑁𝑦𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 + 𝑁𝑡𝑙𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑  

(4.11)  

 

上述の考え方をまとめるとイメージは Fig. 4.2のとおり． 

 

 

Fig. 4.2 Variables related to operation counter and maintenance 

 

各時間の𝑖𝐶𝐺号機において稼働とメンテナンスは同時に発生しないため，条件は次のとおり． 

 

𝑔𝑂𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑑,ℎ + 𝐹𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 ≤ 1 (4.12)  

𝑔𝑂𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑑,ℎ + 𝑁𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 ≤ 1 (4.13)  

 

各時間の𝑖𝐶𝐺号機に入るメンテナンスが重なる事は無いため，条件は次のとおり． 
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∑ 𝐹𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑

𝑚𝑆

≤ 1 (4.14)  

∑ 𝑁𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑

𝑚𝑆

≤ 1 (4.15)  

 

メンテナンス開始は，終了日から各メンテステージ𝑚𝑆に対応する所要日数𝑊𝑑(𝑚𝑆)前に開

始される． 
 

𝐹𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑−𝑊𝑑(𝑚𝑆) = 𝐹𝑒𝑑𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 (4.16)  

𝑁𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑−𝑊𝑑(𝑚𝑆) = 𝑁𝑒𝑑𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 (4.17)  

 

 

4.3.5 パラメータの設定 

a)  ガスエンジン 

導入するガスエンジンは中速・高速の選択が可能なレンジである送電出力 3800kWを想定す

る．導入の総数は 3 とし，𝑖𝐶𝐺 = 1～3として示される．つまり，想定される負荷に対して 3800kW

のガスエンジン[4-7, 4-8]が 3ユニットで構成されるモデルとする． 

 

b)  メンテナンスのパラメータ 

本研究で想定した高速機・中速機のそれぞれ 3 種類のメンテナンス種別の諸元を Table 4.2

に示す[4-9, 4-10, 4-11]．また，メンテナンス初回作業については通常メンテの半分の周期で行

われるものとした． 

 

Table 4.2 Maintenance elements 

Items 
Type of engine 

Parameters High-speed type Medium-speed type 

Maintenance Stage 𝑚𝑆 Ah Bh Ch Am Bm Cm 

First’s span[h] 𝐹𝑦𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 1000 2000 4000 2000 4000 8000 

Regular’s span[h] 𝑁𝑦𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 2000 4000 8000 4000 8000 16000 

Working days 𝑊𝑑(𝑚𝑆) 3 7 12 2 3 12 
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c)  設備費，ユーティリティ料金 

電力，ガスなどのユーティリティ料金，及び設備費の固定費率の定義は第 3章と同じとする． 

 

4.4 シミュレーション結果 

 

4.4.1 地域冷暖房システムの需要および設備の想定 

本章で想定する CGS は，想定するガスエンジンの総出力から，ピーク電力需要が全体で約

15,000kWである DHC をカバーする規模とする．負荷パターンの前提条件，作成手法は 3章と

同じであるが，本章では一日を６つの単位時間に分割するため，演算には 4 時間ごとの平均値

を用いた． 

想定する DHCの供給対象地域の業種別の床面積を Table 4.3に示す．  

Fig. 4.3にDHCの 1年間の各月の平日，土曜，休日一日あたりの需要パターン，Fig 4.4に冬

季と夏季の一週間の需要変動の例を示す． 

 

Table 4.3 Floor space according to the type of industry 

Building type Floor Area [×103 m2] 

Office buildings 125  

Commercial facilities 140  

Residences 45  

Hotels 30  

Total 340  

  



- 51 - 

 

(a) weekday 

 
(b) Saturday 

 
(c) Sunday 

Fig. 4.3 Demand per day of assumed DHC 
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(a)Winter case 

 

 
(b)Summer case 

Fig. 4.4 The sample pattern of a week of assumed DHC 
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4.4.2 ケース設定 

本研究ではガスエンジンの組み合わせの効果も検証するため，高速機と中速機を組み合わ

せ，高速のみ 3台，高速 2台・中速 1台，高速 1台・中速 2台，中速のみ 3台の 4つのケース

を検証する．これらは，それぞれ H3，H2M1，H1 M2，M3 と略称する． 

検討した高速機と中速機の組み合わせを Table 4.4に示す．その内の 1つは H3の従来の運

用手法であり，高速機すべてが均等に運転される．その他のケースは新たな手法によりメンテナ

ンスプロセスを考慮して最適化したものである． 

 

Table 4.4 Case settings 

Case High-speed type Medium-speed 
type Note 

Conventional 3 0 Equal operation 

H3 3 0 
 

Optimized 
H2M1 2 1 

H1M2 1 2 

M3 0 3 

 

 

4.4.3 ガスエンジン運転時間と稼働率 

シミュレーション結果として，各構成でのガスエンジンの稼働状況を示す．なお，グラフ中の横

軸は 1日を 4時間ごとに区切った単位時間の連続した値である． 

最初のステップとして従来のケースを H3 のケースと比較し，高速タイプの同じガスエンジンを

使用した最適化されたケースと最適化されていないケースの違いを確認する． 

Fig. 4.5に Case: Conventional，Fig. 4.6に Case: H3の運転結果を示す．なお，(a):運転時間

の推移，(b)：例としての 8月の一定期間（単位時間：1275から 1458）の各ガスエンジンの運転の

累積詳細，(c)：電力供給からみたガスエンジン運用パターンである． 

1年間の CGSからの熱供給と給湯の 1日あたりの統合値と 1年間の排熱の 1日積分値につ

いて，Fig. 4.7に Case: Conventional，Fig. 4.8に Case: H3の結果を示す． 
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(a) Transition of operation hours and maintenance timings 

 
(b) The sample of operation configuration 

 
 

(c) Power supply configurations in August 
Fig. 4.5 The operation for Conventional operation of H3 
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(a) Transition of operation hours and maintenance timings 

 
(b) The sample of operation configuration 

 
(c) Power supply configurations in August 

Fig. 4.6 The operation for Optimized operation of H3 
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(a) heat and hot water supply 

 

 

(b) wasted heat from co-generated heat 

Fig. 4.7 Conventional operation of 3 units of High-speed type
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(a) heat and hot water supply 

 

  
(b) wasted heat from co-generated heat 

Fig. 4.8 Optimized operation of H3 with maintenance process 
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CGSの設備構成容量の比較を Fig. 4.9に示す． 
 

 
Fig. 4.9 Comparison of equipment configurations in capacity 

 

稼働時間については，従来手法の場合は各ガスエンジンが同じように制御され，夏季の事例

でもすべてのガスエンジンは 124 の時間領域で稼働している．対照的に，最適化された場合の

各ガスエンジンは個別に制御され，夏季の事例では 102 の時間領域でのみ動作する．これは，

メンテナンスプロセスを考慮した場合には，同時に 2 台だけを運転した上で不足分を他設備で

バックアップする方が経済的であることを示している． 

Fig. 4.7 と Fig. 4.8の比較から，従来手法ではガスエンジンの運転を抑制しないために，CGS

の排熱が過剰に発生していることがわかる．これはエネルギーのロスが多いことを意味するが，

これを抑制するにはガスエンジンの容量を小さくする必要があり，その場合は CGS 導入の効果
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Fig. 4.9 に示すように，電源設備については最適化の場合の系統からの受電電力の比率が
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投入型吸収式冷温水機 GEN を大容量で設置しているのとは対照的に．最適化ではガス吸収

式冷温水機 ABG の運用比重を上げている．これらは，ガスエンジンのメンテナンスも考慮して
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運用とメンテナンスを包括的に捉え，経済的に優位な設備構成としている． 

運転時間の観点では，3号機がベースロードとして，また残りの 2台は稼働時間が片側に偏ら

ないように運転されており，定常的に2台がエネルギーを供給しており，CGSが他設備容量を一

定量削減できている． 

これらの結果，従来手法の場合にはメンテナンス Ahが 6回，Bhが 3回，1年間で合計 9回

が行われるのに対し，Ahが 3 回，Bhが 1回のみの場合である．Fig. 4.6(a)に見られるように，1

号機と 2号機は 2000hの運転時間を超えないように運転され，3号機についてはBhの最初のメ

ンテナンスは実施するが，2回目のメンテナンスを考慮して 3000h未満で稼働が完了するように

制御されている．こういった結果から，最適化制御によりメンテナンスコストが削減できていること

が明示された． 

次項以降，他の組合せケースでの運転パターンの結果と，それぞれ例としての 8月の一定期

間（単位時間：1275から 1458）の各ガスエンジンの運転の累積詳細を Fig. 4.10～Fig. 4.12に示

す． 
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(a) Transition of operation hours and maintenance timings 

 
(b) The sample of operation configuration 

Fig. 4.10 The operation for Optimized operation of H2M1 
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(a) Transition of operation hours and maintenance timings 

 

(b) The sample of operation configuration 

Fig. 4.11 The operation for Optimized operation of H1M2 
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(a) Transition of operation hours and maintenance timings 

 
(b) The sample of operation configuration 

Fig. 4.12 The operation for Optimized operation of M3 

 

  

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

36
48

38
16

51
60

87
60

A
cc

um
ul

at
io

n 
of

 th
e 

op
er

at
io

n 
ho

ur
s(

h)
 

Time (1 year) 

Mid.(1)

Mid.(2)

Mid.(3)

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

1 124

O
ut

pu
t(k

W
) 

hour 

Mid.(2) Mid.(3) Mid.(1)

Am 
Am 

36
48

 
31

86
 

Am 



- 63 - 

最適化を行った場合の各ケースの年間稼働率と負荷率平均を Table 4.5に示す．これらは中

速機の導入が多いほど年間稼働率は上昇し，一台もないケースでは極端に下がることがわかっ

た．また，どのような組合せの構成であっても高速機の稼働率は中速機に比べて非常に低くなり，

混成運用の場合は中速機が優先運用されていることが分かる．また，負荷率平均はいずれも約

97%であり，稼働している際は常にほぼ最大出力となる部分負荷運転が少なく効率の良い稼働

状況であり，本研究で想定した需要とガスエンジン出力のバランスは適切であったことも分か

る． 

 

Table 4.5 Annual operation rate and average load factor  

 

H3 H2M1 H1M2 M3 

Annual operation rate 25.0% 40.0% 43.7% 44.6% 

Average load factor 96.9% 97.6% 97.0% 97.7% 

  

なお，最適化を行った場合の各ケースのガスエンジンの運転状況は次のとおり． 

・Case：H3 

H3 構成では最適化の他ケースと比べて非常に年間稼働率が低くなった．この主な要因とし

てメンテナンスが挙げられる．混合構成では中速機が高速機の低稼働率の役割を担っていた

が，中速機が存在しない全て高速機の H3では，全体的になるべくメンテナンスを回避すべく稼

働が抑制される結果となった．仮にM3構成のように三台で均等に 4000 h稼働すると計 9回の

メンテナンスが入り莫大な費用が発生することになる． 

・Case：H2 M1 

この場合もH1M2の場合と同様に高速機の年間稼働率が低く，高速 1号機が 22.3%，高速 2

号機が 33.1%であり，中速 4 号機は 64.6%であった．ここから高速機よりも中速機が優先稼働さ

れたことがわかる． 

本ケースでも高速 1 号機はメンテナンス Bh を，高速 2 号機はメンテナンス Ch を回避すべく

最適化して稼働している． 

・Case：H1M2 

年間の稼働率は 43.7%，稼働時の負荷率平均は 97.0%であった． 
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しかし，高速 1号機の年間稼働率は 21.6%でありその分を中速 4号機が年間 64.7%稼働して

いることがわかった．ここから H1M2 構成でも H2M1 の場合と同様に，高速機よりもメンテナンス

スパンが優位な中速機が優先稼働されたことがわかる． 

 本ケースでも高速 1 号機はメンテナンス Bh を，中速 5 号機がメンテナンス Bm を回避すべく

稼働が制御されたことがわかる． 

・Case：M3 

M3 構成では 3台共が 4000 h でのメンテナンス Bm を回避すべく分散して稼働していること

がわかる．またメンテナンスAmが同時期に発生しないように中速 5号機は当初に稼働を抑制さ

れている．負荷率はほぼ 100%であるため部分負荷運転のない効率の良い稼働状況であると言

える． 

 

4.4.4 運用コストの比較 

各ケースのガスエンジン構成においての対象期間 1 年間での総運用コストにおける設備費・

変動費・メンテナンス費の構成を Fig 4.13に示す． 

 

 

 
Fig. 4.13 Comparison of total annual cost 
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結果としては，M3，H3，H1M2，H2M1 の順に総コストが下がり，H2M1構成が最も低くなった．

高速機と中速機の混成運用は，高速機或いは中速機の単一種のみの運用より経済的に運用

できることがわかった．変動費＋メンテナンス費は高速機の比重が高くなるにつれ増加している．

変動費はガス代と系統電力費であるため，高速機が多くなるにつれてガスと系統電力が多く使

われていることになる．中速機自体は初期費用が割高ではあるものの，多くの時間で運転され，

エネルギー供給量も大きいために他設備の容量を抑えることができ，総合的に減価償却費を減

らすことで経済性が高くなっている．対照的に，高速機のみの場合では，ガスエンジンの稼働時

間抑制により他の電気設備や熱供給設備の容量増加により設備の減価償却費が増加している．

高速機の比率が高くなると，その特性から運転費・メンテンナス費が増加する．H3 での従来手

法とメンテナンスプロセスを考慮した最適化手法の比較からは，メンテナンスコストの節約の効

果は小さくない事が分かる．メンテナンスプロセスを考慮した最適化によるガスエンジンの稼働

時間が抑制は，その分，他の設備の運用コストが増加するが，メンテナンスコストを削減するとい

う両面の影響があった．またこの結果からは，これらのケースは同じH3の機器構成であるものの，

メンテナンスのためのガスエンジン停止のタイミングが異なるために，バックアップ機器の容量の

変更に伴い，設備の減価償却費も変更されることも示された． 

 

4.4.5 時系列コスト変化 

合計コストの時系列変化を Fig 4.14に示す．なお，この中で，段状になっているのはガスエン

ジンのメンテナンスが行われているタイミングである． 
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Fig. 4.14 Transition of costs for the optimized cases 

 

これを見ると 0日目（＝初期の設備費）から検証対象期間の最後まで，常にH2M1構成が最

も経済的に運用されていることがわかる．H1 M2 構成と H3 構成の比較では，当初は H3 が

H1M2に比べて経済的であるものの，180日を過ぎたあたりから逆転し，H1M2の方がわずかに

経済的となった． 

 

4.4.6 最適化による暖房・給湯・冷房機器の設備容量 

最適化による暖房・給湯の設備容量 Fig 4.15に，冷房機器の設備容量を Fig 4.16に冷房機

器を示す． 
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Fig. 4.15 The capacity of heating energy supply equipment 

 

 
Fig. 4.16 The capacity of cooling energy supply equipment 
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暖房・給湯機器においては，ガスボイラ GBO，蒸気給湯熱交換器 SZW，温水給湯熱交換

器 WZW では大きな違いは見られなかった一方で，H3 構成においてガス吸収冷温水機（温水

供給ABGHが増加し，温水暖房熱交換器WZHが導入されなくなった．また排熱投入型冷温水

機（ジェネリンク）の温水供給部分 DABH が減少している．これは H3 構成の場合，稼働率が極

端に悪くなり排熱の供給量が少なくなったことが要因と思われる．排熱の不足により排熱のみを

熱源とするWZHと DABHの最大出力が限られ，導入する機器容量も小さくなる．その場合，全

体の暖房の供給能力を補うために必然的にABGHの容量増加の必要が生じる．またABGHは

ガス吸収冷温水機（冷水供給 ABG)と同一機器であるため，導入により冷水供給面でも効果が

あり全体的に設備費が抑えられる．そして，冷房機器においても ABG の容量増加により，ジェ

ネリンクの冷水供給部分 DAB も減少していると考えられる． 

H2M1 構成において ABG が減少し，DAB が増加している．これは暖房・給湯機器における

H2 M1構成でのDABHが増加したことにも関係するが，DAB と DABHは同じジェネリンクの一

部であるため，導入されれば設備費が抑えられる．ABG と ABGH も同一の機器であるが，ジェ

ネリンクには排熱利用機能が備わっているため，M3 構成や H1M2 構成に比べて，H2M1 構成

において排熱を多く利用する意図での最適化と推測される． 

冷房機器においてターボ冷凍機は導入されなかった．これは排熱回収や熱供給側の要因が

冷水供給側の設備容量に影響したものと，冷水のみに用途が限られるにもかかわらず設備費

が割高であったことが影響していると推測される． 

 

 

4.5 結論 

 

本研究では，ガスエンジンの回転数による特性の違いとメンテナンスプロセスに焦点を当て，

DHC に導入するシステムコストの観点で CGSの設備構成の最適化を行い，1年の対象時間で

最適化手法の有用性を確認した．メンテナンススケジュールと種別はエンジンの種類によって

異なるため，実行可能な膨大な数の選択肢から経済性が最適となる機器構成と運用パターンを

導き出すことは非常に複雑である．そこで，本研究では，MIP に基づく単位時間でのシステムの

運用とメンテナンスプロセスを同時に考慮する最適化モデルを開発した． 

このモデルを使用し，異なる二種，計 3 台のガスエンジンを組み合わせた CGS の年間コスト
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を評価し，ガスエンジンの運用を確認した． 

メンテナンス費が与える最適化に与える影響は多く，全てのガスエンジンの運用がメンテナン

ススパンに応じて決定されていることも確認できた．ガスエンジンの高速機・中速機を組み合わ

せたケースでは，中速機の発電効率が高く，運用コストが割安な事から，中速機が優先的に稼

働することがわかった．一方，中速機の運転は対象期間の終盤に追加のメンテナンスが行われ

ないように制限されている．高速機の少なくとも 1つはメンテナンスBhに到達しないように運用さ

れる．この運用制御の考え方は従来の手法とは異なる．この結果から CGS の年間コストを最小

限に抑えるには，中速機 1台＋高速機 2台の異なるタイプのエンジンの混合構成が効果的であ

ることが確認された． 

本研究の条件では結果に最も影響を与えているのは設備費であった．設備費の比率はいず

れの構成の場合も非常に高く，合計コストの 80%以上を占めた．設備費の中でも最も高価であ

るのはガスエンジンであり，高速機の方が割安であるため高速機比率が高い方が設備費は減

少していくが，高速機 3 台構成の際はメンテナンス回避のために稼働率が大幅に減少し，その

結果，系統電力の設備容量が増加し，中速機 1台＋高速機 2台のケースよりも経済性は上回ら

ないことがわかった．つまり，今回の想定条件では高速機のみの導入では設備費が他と比べ小

さく済むが，中速機と同様の運用はメンテナンス費により，後々，高コストとなることが推測され

る． 

上述の事例は 3台で 1年間の運転で検討されたものになるが，本研究ではガスエンジンの種

類に応じたメンテナンスプロセスの観点から CGS 設備構成の最適化を実施することに成功した．

ここから，ユニット構成の規模を大きくし，対象期間をより長期間に延長して検証を行う事は意味

がある．理論的には機器寿命と同程度の長期間にわたる運用を踏まえた経済性を把握するた

めには長期的な最適化の検証が必要であるが．バイナリ変数が非常に多い最適化のために非

常に膨大な演算リソースが必要であり，将来にわたって解決する課題としたい． 

本研究ではすべてのメンテナンス種別が 1 年以内に適用されるわけではないが，メンテナン

スプロセスを考慮した設備構成最適化手法の有用性を検証するために，期間を 1 年と想定して

いる．シミュレーション結果では多くのケースにおいて対象期間の終了時（8760 時間）のガスエ

ンジンの累積稼働時間はメンテナンス期間の 1 つと同じである．つまり，期間が延長された場合

でもこのような制御理論によって大きなスパンでガスエンジンの運用が管理され，メンテナンスコ

ストを抑制されることが想定される．さらに，この結果は従来は見落とされていた異なるタイプの
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エンジンの混成運用と詳細なメンテナンスプロセスの組み合わせを検討する価値があることを示

唆している． 

ガスエンジン CGS の設備構成と運用の計画段階における経済性の最適化には，ガスエンジ

ンの特性による影響は大きいため，それらを考慮することは重要である．本研究で提案した手法

によって，メンテナンスプロセスを考慮して経済的設備構成と運用パターンは適切に最適化され

た． 
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Nomenclature 

 

Index 

𝑑 Days integer from 1 to 365 

𝐸𝑛 Types of energies PWR, WHW, STM, HTW, HET, COL 

 ℎ Time-domain in a day integer from 1 to 6 

ℎ𝐷 ℎ ≤ 4 is day-time integer from 1 to 4 

ℎ𝑁  ℎ ≥ 5 is night-time integer from 5 to 6 

𝑖𝐶  Cool water supply equipment ABD, ABG, GEN, TCH 

𝑖𝐶𝐺  CHP of gas engines 1,2,3 

𝑖𝐺  Gas consuming equipment CHP, ABG, GBO, GEN 

𝑖𝐻  Hot water supply equipment CHP, SZH, SZW, WZH, WZW 

𝑖𝑃  Power supply equipment GRID, CHP 

𝑚𝑆 Maintenance stage  

 

Variables representing the cost for the objective function 

𝑐𝑎𝑛𝑛𝑢𝑎𝑙 Annual operating cost [JPY] 

𝑐𝑓𝑥 Fixed cost [JPY] 

𝑐𝑟𝑛 Variable cost [JPY] 

𝑐𝐹𝑙 Cost of fuel gas [JPY] 

𝑐𝐺𝑑 Grid power monthly demand charge [JPY] 

𝑐𝑀𝑡 Maintenance cost of gas engine [JPY] 

 

Variables for operation and gas engine maintenance 

𝐹𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 Status, the first maintenance first day as Binary 

𝐹𝑒𝑑𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑  Status, the first maintenance last day as Binary 

𝐹𝑓𝑛𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑  Status, the first maintenance done as Binary 

𝐹𝑡𝑙𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 Time moved forward the first maintenance  

𝐹𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑   Status, the first maintenance working day  as Binary 
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𝑔𝑂𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑑,ℎ  Status, gas engine in operation as Binary 

𝑁𝑏𝑔𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 Status, regular maintenance first day as Binary 

𝑁𝑒𝑑𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑  Status, regular maintenance last day as Binary 

𝑁𝑡𝑙𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑 Time moved forward regular maintenance  

𝑁𝑤𝑘𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑  Status, regular maintenance working day as Binary 

𝑜𝐻𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆,𝑑,ℎ Gas engine running hours count [unit-h]  

𝑞𝐶𝑝𝑖 Rated capacity of equipment [kW]  

𝑞𝑂𝑤𝑖,𝑑,ℎ Power supply from equipment [kW]  

 

Parameters 

𝐷𝑚𝐸𝑤𝐸𝑛,𝑑,ℎ Average energy demand in a time-domain (𝐸𝑛) [kW]  

𝐷𝑚𝑃𝑤𝐸𝑛  Peak demand (𝐸𝑛) [kW]  

𝐹𝑦𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 The first maintenance span [unit-h]  

𝑁𝑦𝑝𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 Regular maintenance span [unit-h]  

𝑃𝑟𝐶𝑝𝑖 Unit price of equipment (𝑖) [JPY /kW]  

𝑃𝑟𝐶𝑝𝐺𝑅𝐼𝐷 Grid, monthly demand charge [JPY /kW]  

𝑃𝑟𝐹𝑙 Unit price of fuel gas [JPY /kW]  

𝑃𝑟𝐺𝑑𝐷 Grid, usage fee for day-time [JPY /kWh]  

𝑃𝑟𝐺𝑑𝑁 Grid, usage fee for night-time [JPY /kWh]  

𝑃𝑟𝑖𝐶𝐺,𝑚𝑆 Cost of maintenance [JPY]  

𝑄𝐸𝑓𝑖,𝐸𝑛 Efficiency of equipment (𝑖, 𝐸𝑛) [-]  

𝑟 Interest rate [-]  

𝑡 Service life [year]  

𝑊𝑑(𝑚𝑆) Days of maintenance work [days] 
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第5章 中速/高速ディーゼル発電設備の負荷分担の最適化 
 

 

5.1 緒論 

 

5.1.1 マイクログリッド発電システムの課題 

本章では発電用途に常用運用されているディーゼル発電設備の運用効率に注目する． 

ガスパイプラインが整備されていない遠隔地のMGでは，その規模や燃料の備蓄性の良さか

ら石油燃料で稼働するディーゼル発電設備(DG)が多く用いられている[5-1]．これらは大規模グ

リッドで用いられているようなガスタービンコンバインドサイクル(GTCC)のような大規模発電設備

に比べて定格発電効率が低い．また，その限られた設備で電力安定供給のために想定外の設

備停止や負荷急増に備えた運用を行う必要があり，運転中のユニットの定格出力の合計が実

際のデマンドよりも大きく裕度を採るように運転ユニットを設定した運用がなされる．一般的に内

燃機関の発電設備は負荷率の低下に伴い発電効率も下がる事から，実際の運用時の効率は

更に低く抑えられている． 

発電所の運用コストでは燃料費が支配的であるため，例えば，運用手法を変える事によって

発電所全体の運用効率が改善されれば大きな事業収益の改善効果が期待出来る．民生需要

が支配的な規模の離島などの遠隔地における MG での電力供給は，地域における重要なイン

フラであり，発電所としての採算性が低い既存事業の継続性や未電化地域への新規展開という

点から改善が望まれる． 

また，近年，日本では国の進める国土強靭化計画など，インフラに関しての事前防災の充実

が必要とされており[5-2]，他からの電力供給のバックアップが受けられない MG にとってはこの

問題への取り組みも非常に重要な課題である． 

信頼性の観点と，第 4章で確認された中速・高速の混成による経済効果から，離島 MGにお

ける発電事業でのレジリエンス強化策として，同じくレシプロエンジンであるディーゼル発電設備

の中速機と高速機の混成システムを想定し，経済性最適化の効果を検証した．ディーゼル発電

設備が多く用いられる離島 MG のような独立した小規模の発電事業では，効率に優位性がある

中速機が優先的に運用されている状況があり，その系統に対して高速機 1台を追加する条件で
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運用最適化の手法を導入した． 

 

5.1.2 マイクログリッドのコスト最小化 

MG の運用コストを最小化する最適化の先行研究については，再生可能エネルギーや排熱

利用などが考慮され[5-3, 5-4]，また部分負荷運用についても考察されているが[5-5]，その多く

は，設備導入時の設備計画の最適化である．運用コストについて最適化検討した事例では，実

際には負荷率によって変動する発電設備効率が常に一定で検討されているものがあるが[5-6, 

5-7, 5-8]，これでは運用中の負荷率次第では効率が逆転する状況などが考慮されない．複数

の発電所の経済負荷配分の等 λ法[5-9]など，区分線形近似で高い精度の近似を行うには燃費

カーブが直線に近くなる発電設備の高負荷率域に限定される．非線形の燃費カーブを区分線

形近似した線形計画法による複数の発電所運用の最適化事例もあるが[5-10]，演算時間短縮

を目的とした演算負荷低減ために区分の数は抑えられ，近似精度が高くない．更に区分線形

近似を効率カーブで行った場合は燃費算出が非線形になるという問題もある． 

本研究では，MIP によって低負荷率域で運用される発電設備の負荷分担の最適解を導くた

め，DG の燃費カーブ[5-11]において高精度の線形近似が困難な低負荷率域の非線形カーブ

についても，低い演算負荷と高い精度の近似を両立して線形として表現する新たな手法を提案

し，発電設備運用を最適化する負荷分担パターンを導く． 

本研究で提案する制御手法は各発電設備ユニットの上位制御装置における負荷分担制御

装置への制御ロジックとして組み込む前提とする．まず，予め年間の 1時間デマンドの最小値か

ら最大値までを目途に 1kWh 単位の各デマンド値に応じて稼働すべき発電設備のユニットと各

機の負荷分担割合を決めマトリクスを作成しておき，実際の運用ではそれに従いデマンドに応

じて各ユニットの運転/停止と負荷分担を制御する．マトリクス上の発電設備の組合せパターンは

ある程度のデマンド変動幅の範囲内では変化しないが，デマンドが継続的な増加・減少に伴い，

ある数値を境界として運転ユニットの組合せは変わり，各ユニットはそれに応じて運用される．な

お，送電を中断させる事なく運用中の発電設備構成を変える作業は発電所では定常的に行わ

れており，また，今回対象とする規模の DG では起動から数十秒，或いは数分で負荷分担が可

能であるため，工場のような短時間での大きな変動負荷のないMGでは十分に対応可能と考え

る．Fig. 5.1に制御システム構成のイメージを示す． 

前述のとおり，独立した MG の発電設備は予備率を確保して低負荷運用される．そこで，本
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研究では，DG の燃費特性において線形近似が困難な低負荷率域も含めて高い精度の近似を

行い，混合性数線形計画法によって各ユニットの負荷分担を最適化する手法を提案する． 

 

 
Fig. 5.1 Structure image of the control system 

 

5.1.3 マイクログリッドのレジリエンス強化 

MGなどで常用運用される DG としては効率に優位性がある中速機が優先的に採用される一

方で，一般的に高速機は設置工事も簡便で，出力あたりの導入コストが割安であると言う導入

時の経済的優位があり，設備導入時のハードルは低く出来る．そこで，本研究では MG におけ

る発電事業の設備運用コスト低減を目的として DG の中速機と高速機を混合したシステムにお

ける負荷分担最適化の効果を検証する． 

MG への発電設備追加によるレジリエンス強化の先行研究としては，これまでに MG の電力

安定供給の実証研究として DG に再生可能エネルギーと蓄電池を導入したケースや[5-12]，島

嶼国に対して離島型風力発電とそのマネジメントシステムの実証プロジェクトが行われ[5-13]，

再生可能エネルギーと蓄電池のモデルでの運転コスト最適化の検証や[5-14]，島嶼部での実

証試験も行われている[5-15]． 

しかしながら，こう言った慣性力を持たない発電設備が全ての又は高い比率で電力供給を担
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う事については，電力品質低下の懸念が論じられている[5-16]．これらの再生可能エネルギー

や蓄電池を接続する技術については導入後の運用コスト低減は期待出来るが，再生可能エネ

ルギーは単独のシステムでは電力の安定供給が難しく，蓄電池は既存の発電設備と比べると出

力に比して価格が割高であり[5-17, 5-18]，導入コストへのファイナンススキームが提示されてい

る．また，法定耐用年数が 6 年と短いために MG が構成される遠隔地においては導入時や数

年に一回の電池交換が高コストとなり，収益性が重要となる一般市場での普及には至っていな

い． 

そこで，本研究では実現可能なレジリエンス強化策として，より低コストで電力の安定供給が

可能な回転機である高速の DG の増設を検討する．なお，追設する高速機についても外部指

令による起動・停止，負荷率増減，同期・連系機能を有する仕様とし，この設備を常用運用する

ことを想定する． 

以上のとおり，本研究では MG に DG を追加設置し，併せて各ユニット運用時の負荷分担を

最適化することにより発電所運用コストの大部分を占める燃料費を削減する可能性を評価する

ことを目的とする．また，低負荷率から高負荷率までの燃料消費特性を精密に考慮した混合性

数計画法に基づく最適化モデルを提案する． 

 

 

5.2 マイクログリッドにおける原動機の運用 

 

5.2.1 想定するマイクログリッド 

想定するMGは，以下のような条件とする 

 他所から電力供給が行えない離島などの遠隔地に立地する 

 MGの電力供給は複数台の数百から 2000kW程度の DGで行われている 

 発電設備の運用は燃料費及びメンテナンス費の総和を最小にするように制御される 

 発電設備の運用に際しては電力の安定供給のためにユニットの故障などによる計画外

の離脱を考慮する 

 電力負荷は民生用途が支配的であり，製造業のような産業はほぼ無い 

5.2.2 従来の発電設備運用の考え方 

常用 DG 導入を計画する際，発電設備の段階的な導入に伴って異容量の発電設備が連系
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運用される事は珍しい事では無い．そこで，本研究では相対的に大型と中型の発電機が組み

合わされる状況を想定する． 

本研究の対象としているような小規模の独立 MG では基本的には発電効率を優先した設備

計画が行われるため中速機が優位である．また，各ユニットの起動停止はオペレータによる操

作，或いはタイマーにより行なわれている事例が多く見られた． 

負荷分担については，発電機の体格比による割合で決める事も可能だが，本研究では基本

的には慣性力の大きなユニットを若干多く分担させるいわゆる“ベースロード運用”を想定する．

実際の負担率設定についても発電設備の構成次第で様々だが，大容量機 1 台は他のユニット

よりも負荷率が 10%程度高い運用とし，その他は同じ負荷率で均等に分担すると仮定する． 

 

5.2.3 新たな発電設備運用手法の提案 

本研究では複数台の中速機のみまたは中速機に 1 台の高速機を組み合わせ，年間の運用

コストを最小にする運用手法を提案する．従来システムのように均等に負荷を分担させるのでは

なく，原動機の燃料消費特性に応じて負荷分担を最適化する点に特徴がある． 

まず，予め年間の 1時間デマンドの最小値から最大値までを目途として 1kWh単位の各デマ

ンド値に対応した稼働すべきユニットとそれらの負荷分担割合を最適化したマトリクスを作成して

おく．実際の運用ではデマンドに応じてそのマトリクスに従った各ユニットの運転/停止と負荷分

担の制御を行う．マトリクス上の発電ユニットの組合せパターンはある程度のデマンド変動幅の

範囲内では変化しないが，デマンドが継続的に増加，または減少していけばある数値を境界と

して運転ユニットの組合せは変わり，各ユニットはそれに応じて運用される． 

なお，送電を中断させる事なく運用中のユニット構成を変える作業は発電所では定常的に行

われており，また，今回対象とする規模の DG では起動から数十秒，或いは数分で負荷を分担

する事が可能となるため，これらは本研究で想定する様なMGにおける負荷変動には充分に追

従可能と考えられる． 

 

5.2.4 中速機および高速機の特性 

追加で導入検討する発電設備は常用機種を前提とする．負荷率を𝑥[%]とした発電効率

𝑔𝐸𝑓(𝑥)については，実際の燃費カーブとデータを参考に，中速機，高速機それぞれに，Table 

5.1 に示す数値を代表値と設定し，式(5.1)，(5.2)にて Fig. 5.2 のとおり多項式で近似した[5-11, 
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5-19]．ここで η は実際の機械性能の不揃いを考慮する数値であり，ユニットによって異なる値を

与える．なお，運転最低負荷率を 25[%]と想定する． 

 

中速機 : 

𝑔𝐸𝑓(𝑥) = 0.2014 × (
𝑥

100
)

3

− 0.5934 × (
𝑥

100
)

2

+ 0.6143 ×
𝑥

100
+ 0.1856 − 𝜂 (5.1)  

 

高速機 : 

𝑔𝐸𝑓(𝑥) = −0.4502 × (
𝑥

100
)

4

+  1.6633 × (
𝑥

100
)

3
 

− 2.2825 × (
𝑥

100
)

2

+  1.4166 ×
𝑥

100
+ 0.0288 

(5.2)  

 

Table 5.1: The estimated representative values of efficiency 
Type 

Load factor  Medium-speed High-speed 

100% 40.8% 37.6% 

75% 39.8% 36.7% 

50% 37.0% 34.6% 

25% 30.5% 26.5% 

 

Fig. 5.2 The performance curve of DGs 
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5.3 発電設備運用の最適化モデル 

 

5.3.1 モデル化の特徴 

 

本研究では，線形近似が困難な DGの低負荷率域の燃費特性を高い精度で近似し，MIPに

よって経済性の観点から発電設備運用を最適化する負荷分担を導く点に特徴がある． 

MIP に基づく最適化にあたっては，各ユニットの出力を離散化し，出力の選択をバイナリ変数

によって表現した．この解法は非線形の最適化ではないため，最適性が担保されるとともに応

用性が広いという有用性を持つ． 

ユニットごとに負荷率を離散的に選択することにより，負荷を満たしつつ柔軟に出力を組み合

わせることを可能とした．固定的な従来の運用決定に比べて自由度が高いので，より経済性の

高い解が導出できると期待される． 

また，MG のレジリエンス対応としてユニットの計画外停止を考慮する．電力負荷に対して最

小限の台数の発電設備の運転で電力供給を行えば，各発電設備の負荷率が上がり燃費も良く

なるが，他からのバックアップ給電が無い独立 MG では，その際に故障などによる計画外の停

止が起こると系統に停電が発生する．そのため，本研究では系統運用の制約条件として，最大

容量のユニットが計画外停止により離脱する場合でも，残りのユニットの総出力で負荷を満足で

きるよう設定することで供給信頼性を確保する．想定する計画外停止の台数は１台とした．連系

運転中ユニットにおいて，需要に対して常に総定格容量が最大定格容量ユニット１台分相当の

余裕を確保した状態となるよう運転ユニットを決定する． 

本研究では燃料費特性が異なるDGの中速機と高速機を混合したシステムに対し，提案手法

を適用して負荷分担の最適化を導出する． 

 

5.3.2 目的関数 

発電事業において経済性は大きく売電収入とコストに依るが，本研究では発電所の経済性

評価として年間変動費の最小化を評価基準とする．年価法によるプラントの経済性評価にはプ

ラントの年間固定費と年間変動費を算定する必要があるが，固定費は増設する発電設備価格

が支配的であるため，運転費用の削減効果を基に投資回収を指標とする． 

年間変動費の主要項目は発電所の稼動に必要な燃料費と設備メンテナンス費および人件
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費より構成される．人件費は本研究での想定する内容では差がないと考えられるために除外し

た．年間変動費は各ユニットの運用方策を決定すれば算定できる．ここでは，増設によるユニッ

ト構成の変化と併せ，従来と本研究の制御手法での運用コストを比較し，その効果を評価する． 

目的関数は次の通り表現される．各月において平日，土曜，休日の種別で各１時間での負荷

を考慮する．すなわち年間で 864パターン(24時間，12 ヶ月，3日種別)の各 1時間帯の負荷を

与える．それに対する各ユニットの出力が変数となる． 

変動費である年間の運転費用[JPY]は，年間の燃料費[JPY]，メンテナンス費用[JPY]の和と

なる． 

 

𝑐𝑂𝑝 = 𝑐𝐹𝑙 + 𝑐𝑀𝑡 (5.3)  

 

燃料費は各ユニットの負荷率と発電出力から次式で求められる．ここで，𝑔𝐸𝑓𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎは式

(5.1)，(5.2)で与えられた燃費特性を表す関数である． 

各ユニットの 1 時間平均の負荷率と発電出力[kW]の関係は，各発電設備𝑖𝐺の定格出力

[kW]，各時間における運転状態(バイナリ)，各発電設備𝑖𝐺の 1 時間平均の負荷率[%]を用いる

と次式のとおり． 

 

𝑔𝑃𝑤𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ = 𝐺𝐶𝑝𝑖𝐺 × 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ ×
𝑔𝐿𝑅𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ

100
 (5.4)  

 

燃料費[JPY]は発熱量あたりの燃料単価 [JPY/kW･h]，対象とする月の各日種別の日数，設

備の発電効率の関数を用いると次式のとおり表される． 

 

𝑐𝐹𝑙 = 𝑃𝑟𝐹𝑙 × ∑ (
𝑔𝑃𝑤𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ

𝑔𝐸𝑓𝑖𝐺(𝑔𝐿𝑅𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ)
× 𝑑𝑎𝑦𝑤,𝑚)

𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ

 (5.5)  

 

メンテナンス費用はエンジンの交換部品費用が支配的であり，発電設備の負荷率に関わらず

運転時間単位に基づいて発生する．メンテナンス単価[JPY/kWh]を用いて次式となる． 
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𝑐𝑀𝑡 = 𝑃𝑟𝑀𝑡 × ∑ (𝐺𝐶𝑝𝑖𝐺 × 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ × 𝑑𝑎𝑦𝑤,𝑚)

𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ

 (5.6)  

 

従来型の運用でも，提案する手法でも，年間変動費を最小化するように負荷分担を決定する． 

 

5.3.3 制約条件 

本研究では，従来手法と提案する最適化手法の二つのモデル化を行う．それぞれに対して，

下記が制約条件として課される． 

 現在の電力デマンドと発電容量が等しくなること． 

 運転中，最大容量機の一台が離脱しても残った運転中のユニットの定格容量の合計がデ

マンドを上回ること． 

 

5.3.4 従来の負荷分担手法のモデル化 

従来の運用手法としては前述の通り，大容量機一台𝑖𝐺 = 𝐿のみを他ユニットより 10%高い負

荷率でのベースロード運用，残りのユニットの負荷率については均等とする．なお，ユニット

𝑖𝐺 = 𝐿以外の他ユニット𝑖𝐺の集合を𝐴𝐺とする．ユニット𝑖𝐺 ∈ 𝐴𝐺の負荷率は共通であり，ユニット

𝑖𝐺 = 𝐿と合わせて負荷を賄う．各ユニットの負荷率は次式を満たす． 

 

𝑔𝐿𝑅𝐿,𝑤,𝑚,ℎ = 𝑔𝐿𝑅𝑖𝐺∈𝐴𝐺,𝑤,𝑚,ℎ + 10 (5.7)  

 

𝐷𝑚𝑃𝑤𝑤,𝑚,ℎ 

= ∑ (𝐺𝐶𝑝𝑖𝐺 × 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ ×
𝑔𝐿𝑅𝑖𝐺

100
)

𝑖𝐺∈𝐴𝐺

+ 𝐺𝐶𝑝𝐿 × 𝑔𝑂𝑝𝐿,𝑤,𝑚,ℎ ×
𝑔𝐿𝑅𝐿

100  
(5.8)  

 

運転時の余裕を見込むため，運転状態にあるユニット内で最大の定格出力を持つユニットが

急に停止した場合でも残りの運転中のユニットのみで需要を賄うことが出来る制約を設ける．こ

れは次式で表現される． 

 

𝐷𝑚𝑃𝑤𝑤,𝑚,ℎ ≤ ∑(𝐺𝐶𝑝𝑖𝐺 × 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ)

𝑖𝐺

− 𝑚𝑎𝑥
𝑖𝐺

(𝐺𝐶𝑝𝑖𝐺 × 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ) (5.9)  
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なお，実際の計算においては最大定格出力のユニット 1 台がベースロード運転されるので，

その 1 台が脱落考慮の対象となる．以上の条件の下，負荷に応じて各ユニットの負荷率を出来

るだけ高くなるように選択する問題となる． 

 

5.3.5 最適負荷分担手法のモデル化 

本研究で提案する手法では各ユニットは任意の負荷率を取れるようにモデル化する．負荷分

担の最適化にあたっては各ユニットの負荷率を離散化し，その選択をバイナリ変数によって表

現する． 

式(5.1)，(5.2)のとおり発電設備の負荷率と効率の関係は非線形である．MIP で取り扱うため，

効率を負荷率 1%単位で離散化した．  

各ユニットの負荷率[%]は次式で表される．各ユニットの単機の最低運転負荷率𝐵𝑝𝑡は 25[%] 

とする． 

 

𝑔𝐿𝑅𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ = 𝑝𝑡 (𝑝𝑡は整数) (5.10)  

 

𝐵𝑝𝑡 ≤ 𝑝𝑡 ≤ 100  (5.11)  

 

全ユニット𝑖𝐺ついて，Index である𝑝𝑡 が採り得る全ての値に対する式(5.1)，或いは式(5.2)から

導かれる各計算結果𝑔𝐸𝑓𝑖𝐺,𝑝𝑡を事前にパラメータテーブルとして用意した．これらに対応する各

ユニット𝑖𝐺，各𝑝𝑡に対応するバイナリ変数𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑝𝑡の 0又は 1による解の選択が即ち計算結果の

選択となる．つまり，各時間において各号機𝑖𝐺に対して𝐵𝑝𝑡から 100 までの整数である𝑝𝑡が一つ

選択されることにより各ユニットの負荷率を決定する．各時間におけるユニット𝑖𝐺において選択さ

れる𝑝𝑡は唯一つ，或いは全く選択されないので，次の条件となる．  

 

∑ 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑝𝑡,𝑤,𝑚,ℎ

𝑝𝑡

≤ 1 (5.12)  

 

本研究の提案手法のイメージを Fig. 5.3に示す． 
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Fig. 5.3 The image of parameter selection with binary variable 

 

なお，本研究の事例では計算結果である各パラメータ間には，式(5.1)或いは式(5.2)という非

線形な効率カーブの関係性が存在するが，本手法は各パラメータ間に関係性が無くてもバイナ

リ変数によって線形として扱うことが可能であり，応用性が高い．また，本手法は高精度化も容

易である．例えば，本研究の事例では𝑝𝑡が 25 から 100 の負荷率 1%単位の分解能だが，𝑝𝑡を

250から1000に設定し，事前にそれらに対応するパラメータを用意すれば，負荷率 0.1%単位の

分解能に対応可能となる． 

次に，運転条件として，選択された各ユニットの発電出力の合計は，デマンドを上回る． 

 

𝐷𝑚𝑃𝑤𝑤,𝑚,ℎ ≤ ∑ 𝑔𝑃𝑤𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ

𝑖𝐺

 (5.13)  

 

𝑔𝑃𝑤𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ = 𝐺𝐶𝑝𝑖𝐺 × ∑ (𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑝𝑡,𝑤,𝑚,ℎ ×
𝑝𝑡

100
)

𝑝𝑡

 (5.14)  
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連系運転中の最大定格出力のユニットが急に脱落した場合でも，残りの運転中のユニットの

みで需要を賄える次式の条件を与える． 

 

𝐷𝑚𝑃𝑤𝑤,𝑚,ℎ ≤ 

∑ (𝐺𝐶𝑝𝑖𝐺 × ∑ 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑝𝑡,𝑤,𝑚,ℎ

𝑝𝑡

)

𝑖𝐺

− 𝑚𝑎𝑥
𝑖𝐺

(𝐺𝐶𝑝𝑖𝐺 × ∑ 𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑝𝑡,𝑤,𝑚,ℎ

𝑝𝑡

) 
(5.15)  

 

式(5.14)で表される発電出力の合計は負荷率が 1%刻みのため負荷に一致しない．このずれ

はベースロード運転するユニット𝑖𝐺 = 𝐿が出力を調整し，最終的に需給を一致させる補正を行

う． 

 

5.3.6 パラメータの設定 

a)  ディーゼル発電設備 

前提条件として与那国島を参考に既設の定格出力𝐺𝐶𝑝1,2 = 550kW が 2 台，𝐺𝐶𝑝3,4,5 =

950kW が 3 台の合計 5 台(DG1～5) の中速機が運用されているものとし，そこに高速機 1 台

(DG6)を連系運用する構成とする．高速機の発電容量𝐺𝐶𝑝6を 200kWから 800kWの 100kW単

位で変化させて解析する． 

中速機の性能の不揃いを表す𝜂𝑖𝐺は次の通り仮定した．この不揃いを考慮すると，常に運転さ

れる最大容量のユニットは𝑖𝐺 = 3である． 

 

𝜂1 = 𝜂3 = 0 

𝜂2 = 𝜂4 = 0.005 

𝜂5 = 0.01 

(5.16)  

 

b)  運転費用の単価 

発電設備の燃料は A 重油を想定し，発熱量あたりの単価は沖縄電力の実績を参考に

𝑃𝑟𝐹𝑙 =7.14[JPY/kWh]とした．メンテナンス単価𝑃𝑟𝑚𝑡 [JPY/kWh]は，発電設備の回転速度，設備

容量によって異なる傾向があり，Table 5.2のとおりとした． 
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Table 5.2 Maintenance cost for generators 

Engine type 𝑖𝐺 Capacity [kW] Maintenance unit price [JPY/ kWh] : 𝑃𝑟𝑚𝑡  

Medium speed 1,2 550 2.2 

3,4,5 950 2.0 

High Speed 6 ≤500 2.5 

>501 2.4 

 

 

5.4 シミュレーション結果 

 

5.4.1 マイクログリッドの電力負荷想定 

本研究では年間の電力消費量が 10,000MWh程度の離島などの独立したMGを対象地域想

定した．日本で言えば与那国島と同程度の規模となる[5-1]．実際の与那国島の状況を参考に，

島内には住居のほか，オフィス，物販店舗などが混在し，それぞれの延べ床面積を Table 5.3の

とおり想定した．概略の規模としては小規模なオフィスが 20 カ所，物販店舗が 30 カ所，診療所

や小規模な医院が 7 カ所，住居や民宿施設が 400 カ所程度である． 

電力負荷は沖縄地域の典型的な原単位[kWh/㎡・h]に，想定した各業種の延べ床面積を乗

じて算出した[5-20]．Fig. 5.4に夏季，中間季，冬季の各期間の平日における各１時間の平均値

による負荷パターンの例を示す．1 時間負荷の年間最大値は 1965kW，最小値は 655kW であ

る． 

 

Table 5.3: Floor space according to the type of building 

Building type Floor space [m2] 

Offices 2,000  

Shopping stores 3,000  

Clinics 2,100  

Residences & Hostels 40,000  

Total 47,100  
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Fig. 5.4 Power load pattern, averages for three seasons of weekdays 

 

 

5.4.2 ケース設定 

評価のケース設定を Table 5.4に示す．  

Case 0はレファレンスケースであり，中速機のみを従来型の手法で運用する．Case 1は中速

機のみを最適運用するケースであり，従来の中速機で得られる改善効果を評価する．Case 2及

び Case 3 は中速機に高速機を連系したケースである．これらのケースを比較することによって

高速機を 1台追加することが経済性に与える効果を分析する． 

 

Table 5.4 Case settings 

Case Operation 
Medium-speed 

(Nos of units) 

High-speed 

(Nos of units) 

Case 0 Conventional 5 0 

Case 1 Optimized 5 0 

Case 2 Conventional 5 1 

Case 3 Optimized 5 1 
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5.4.3 中速機のみの評価結果 

a)  従来型の運用(Case 0) 

まず，中速機 5 台の従来手法による最小コストでの運用を評価の基準とする．発電容量が最

大で，且つ最も効率が高い DG3 が常に運転されるユニットとなる．式(5.9)を満足して運転コスト

が最小となる発電設備の選択を考えると，𝐷𝑚𝑃𝑤の範囲 655～1965kWでは Table 5.5 とおり導

かれる． 

各ユニットの負荷分担は式(5.7)，(5.8)から導かれ，この場合の各中速機ユニットについての年

間の稼働時間，負荷率が 50%未満となるような低負荷運転時間の合計，平均負荷率は Table 

5.6のとおりであり，特に小容量機の低負荷率での運転時間が顕著である．また，通年の最小容

量から最大容量までの負荷分担パターンを Fig. 5.5に示す． 

 

Table 5.5: Selection of 5 units of Medium-speed DG based on load sharing under the 

conventional method 

Operation 
Pattern 

𝑫𝒎𝑷𝒘 
[kW] 𝒈𝑶𝒑𝟏 𝒈𝑶𝒑𝟐 𝒈𝑶𝒑𝟑 𝒈𝑶𝒑𝟒 𝒈𝑶𝒑𝟓 Supply 

Ability [kW] 
1 1900～2050 1 1 1 1 0 3000 
2 1500～1900 0 0 1 1 1 2850 
3 1100～1500 1 0 1 1 0 2450 
4 950～1100 1 1 1 0 0 2050 
5 550～950 0 0 1 1 0 1900 

Note : 0 for not selected, 1 for selected  

 

Table 5.6: Operation Configuration of 5 units of Medium-speed DG operated by conventional 

method 

𝒊𝑮 Annual 
Operation [h] 

Annual Operation, less 
than 50% load [h] Average load factor 

1～2 7,544 6,634 46.8% 

3～5 16,604 5,798 51.8% 
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Fig. 5.5 Load sharing patterns of 5 units of Medium-speed DGs operated by the 

conventional method 

 

a)  最適運用ケース (Case 1) 

中速機５台構成での負荷分担制御を最適化した場合の負荷分担パターンをFig. 5.6に示す．

運転されるユニットの構成は従来の運用手法と似た傾向となったが，最適化により運転中のユ

ニットの中で性能による優先順位が付けられ，効率の良いユニットから優先的に負荷率を上げ

て運用されている．また，一部の負荷ではユニット間で負荷率の優先順位が入れ替わる状況が

生じる．Case 0 と比較すると経済効果としては 1.2%の年間運用コスト削減効果が認められた． 
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Fig. 5.6 Load sharing patterns of 5 units of Medium-speed DGs by the optimize method 

 

 

5.4.4 高速機を連系した運用の評価結果 

a)  従来型の運用(Case 2) 

Case 0 と比較し，従来の制御手法のまま中速機 5台に高速機１台を追加した Case 2のコスト

削減効果を Fig. 5.7に示す．なお，高速型の発電容量を 200kWから 800kW と変化させ，容量

による影響を調べた． 

例として，高速機の容量が 200kW, 500kW, 800kWに対するユニットの選択を Table 5.7に，需

要に応じた負荷分担パターンを Fig. 5.8に示す． 

追加する高速機の容量を変えても全体的に似た傾向のユニット構成での運用となる．一方

で，Fig. 5.7 に示すとおり，経済効果は追加する高速機の発電容量によって大きく変動する．式

(5.1)，(5.2)に示すとおり，同出力帯では高速機は中速機よりも効率が低いため，容量が中速機

と近い 500kW, 800kW の場合には導入効果が無い．一方で，既設中速機の容量と追設する高

速機の容量が離れるに従って経済効果が増大する．特に小容量になるほど大きい．必要な発

電出力が中速機にとっては効率が悪化する低負荷域であっても，小容量の高速機にとっては

0

500

1,000

1,500

2,000

655 1965

Su
pp

y 
po

w
er

 C
on

fig
. [

kW
] 

Demand for each hour[kW] 

DG5 DG4

DG2 DG1

DG3



- 91 - 

定格容量に近く高効率運用が可能となるケースでは，燃料費の削減効果がある． 

 

 

Fig. 5.7 Annual cost reduction effect on operation cost when connecting a high-speed DGs under 

the conventional method 
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Table 5.7 Selection of 6 units of DG based on load sharing under the conventional method 

(a) 5 units of Medium-speed + 200kW High-speed DG 

Operation 
Pattern 

𝑫𝒎𝑷𝒘 
[kW] 𝒈𝑶𝒑𝟏 𝒈𝑶𝒑𝟐 𝒈𝑶𝒑𝟑 𝒈𝑶𝒑𝟒 𝒈𝑶𝒑𝟓 𝒈𝑶𝒑𝟔 Supply 

Ability [kW] 
1 1900～2050 1 1 1 1 0 0 3000 
2 1700～1900 0 0 1 1 1 0 2850 
3 1500～1700 1 0 1 1 0 1 2650 
4 1300～1500 1 0 1 1 0 0 2450 
5 1150～1300 1 1 1 0 0 1 2250 
6 1100～1150 0 0 1 1 0 1 2100 
7 950～1100 1 1 1 0 0 0 2050 
8 750～950 0 0 1 1 0 0 1900 
9 550～750 1 0 1 0 0 1 1700 

 

(b) 5 units of Medium-speed + 500kW High-speed DG 

Operation 
Pattern 

𝑫𝒎𝑷𝒘 
[kW] 𝒈𝑶𝒑𝟏 𝒈𝑶𝒑𝟐 𝒈𝑶𝒑𝟑 𝒈𝑶𝒑𝟒 𝒈𝑶𝒑𝟓 𝒈𝑶𝒑𝟔 Supply 

Ability [kW] 
1 2000～2050 1 1 1 1 0 0 3000 
2 1900～2000 1 0 1 1 0 1 2950 
3 1600～1900 0 0 1 1 1 0 2850 
4 1500～1600 1 1 1 0 0 1 2550 
5 1450～1500 1 0 1 1 0 0 2450 
6 1100～1450 0 0 1 1 0 1 2400 
7 1050～1100 1 1 1 0 0 0 2050 
8 1050～1050 1 0 1 0 0 1 2000 
9 550～950 0 0 1 1 0 0 1900 

 

(c) 5 units of Medium-speed + 800kW High-speed DG 

Operation 
Pattern 

𝑫𝒎𝑷𝒘 
[kW] 𝒈𝑶𝒑𝟏 𝒈𝑶𝒑𝟐 𝒈𝑶𝒑𝟑 𝒈𝑶𝒑𝟒 𝒈𝑶𝒑𝟓 𝒈𝑶𝒑𝟔 Supply Ability 

[kW] 
1 1900～2050 1 1 1 1 0 0 3000 
2 1750～1900 0 0 1 1 1 0 2850 
3 1500～1750 0 0 1 1 0 1 2700 
4 1350～1500 1 0 1 1 0 0 2450 
5 1100～1350 1 0 1 0 0 1 2300 
6 950～1100 1 1 1 0 0 0 2050 
7 800～950 0 0 1 1 0 0 1900 
8 550～800 0 0 1 0 0 1 1750 

Note : 0 for not selected, 1 for selected  
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(a) 5 units of Medium-speed + 200kW High-speed DG 

 

 
(b) 5 units of Medium-speed + 500kW High-speed DG 
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(c) 5 units of Medium-speed + 800kW High-speed DG [kW] 

Fig. 5.8 Load sharing patterns of 5 units of Medium-speed with 1 set of high-speed DG by the 

conventional load sharing method 

 

b)  最適運用ケース(Case 3) 

高速機の容量が 200kW, 500kW, 800kWの場合の需要に応じた負荷分担パターンを Fig. 5.9

に示す．最適化による運転ユニットの負荷分担は Fig. 5.5及び Fig. 5.8に示す従来手法の結果

と比較すると大きく異なる構成となった． 

Case 0，Case1，Case 3について各ユニットの年間の稼働時間，負荷率が 50%未満となるよう

な低負荷運転時間の比率を Fig. 5.10 に示す．従来法での Case 0 と比較して最適化を行った

Case 1 と Case 3では中速機の運転時間の変化は小さいが，低負荷運転の比率が大きく抑制さ

れ最適化の効果が現れている．大容量の中速機が高効率で運転することによる経済効果は得

られるが，その反面，高速機の運用が抑制されるため，定格容量が大きくなるに従って運転負

荷率が下がる傾向となった．高速機 500kW，800kWのケースでは高速機の運転は抑制される．

これは負荷分担の最適化によると，効率の低い高速機の定格容量が中速機と近く，運転しても

効果が小さいためである．これらは，従来法 Case2での評価と同じく高速機にとって高効率で運

用できる出力域が代替の対象となる中速機と重なるために，中速機よりも高い効率で運転出来
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る状況が限られるためである．その他のケースでは高速機の運転は従来手法に比べて全体的

に低いものの，中速機の低負荷での運転時間が占める割合が大きく減少しており，運転される

中速機はそれぞれが高い負荷率となるように負荷を分担されている．全体的に出力に応じた効

果が現れている．需要の変化に柔軟に対応して運転構成を変えて，高速機を効果的に運用す

ることで経済性を高めていると言える． 

 

 

(a) 5 units of Medium-speed + 200kW High-speed DG 
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(b) 5 units of Medium-speed + 500kW High-speed DG 

 

 

(c) 5 units of Medium-speed + 800kW High-speed DG 

Fig. 5.9 Load sharing patterns of 5 units of Medium-speed with 1 set of high-speed DG by 

the optimized load sharing method 
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(a) Annual operation hours 

 

(b) The ratio of low load operation hours as less than 50% load factor 

Fig. 5.10 Annual operation hours of 5 units of Medium-speed with 1 set of High-speed DG 

by the optimized load sharing method 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

Case 0 Case 1 200 300 400 500 600 700 800

A
nn

ua
l o

pe
ra

tio
n 

ho
ur

s [
h]

 

Added High-speed DG capacity [kW] 

DG1,2 DG3～5 DG6

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

Case 0Case 1 200 300 400 500 600 700 800

th
e 

ra
tio

 o
f l

ow
 lo

ad
 o

pe
ra

tio
n 

ho
ur

s [
h]

 
 

Added High-speed DG capacity [kW] 

DG1,2 DG3～5 DG6



- 98 - 

5.4.5 高速機追加の効果 

中速機のみを運用する Case 0の年間運用コストを基準として，高速機を追加設置して負荷分

担の最適化の運用を行ったCase 3の年間コスト削減効果をFig. 5.11に示す，また，本研究は運

用効率の向上による燃料消費量の削減に焦点を当てているため CO2の削減効果も併せてFig. 

5.12に示す[5-21]． 

負荷分担を最適化した Case 3では従来手法での負荷分担運用の Case 2 と異なり，高速機を

追加した全ケースで変動費削減効果が得られる．ただし，高速機の容量によっては高速機の運

転が限定され，最適化手法のみを導入した Case 1の効果とほぼ同じとなる．高速機の定格容量

の違いが与える影響は Case 2 と同様であり，小容量の 200kWが最も費用削減効果が大きい．

Case 0に比べて1.9%，Case 1に比べて1.1%の削減量が期待できる．比較的小規模な高速機を

追加することが有効である． 

投資回収の観点では高速機の価格を$150/kW[5-22]，設備の運用期間を日本の法定耐用年

数である 15年と見た場合，最適化を行わない Case 2では投資回収が見込めるのは 200kWの

高速機のケースのみになるが，最適化を行う場合は，200kW～700kW のケースにおいて，高速

機追加に対して投資回収が見込めるレベルである．ただし，Case 1 だけでも，既存の中速機の

燃料コスト削減が期待できる．また，CO2 排出量は従来制御で中速機のみの運用では年間約

7,000t-CO2となるので，削減効果は 1~2%程度となった． 
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Fig. 5.11 Cost reduction effect on operation cost when connecting a high-speed DG with 

optimized load sharing in comparison with conventional method without high-speed 

DG 

 

 

Fig. 5.12 Annual CO2 reduction effect on operation cost when connecting a high-speed 

diesel generator with optimized load sharing in comparison with conventional 

method without high-speed DG 
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5.5 結論 

 

本研究では，中速 DG を常用運用する独立 MG に高速 DG を追加して連系運用するにあた

って，負荷分担を最適化することによる経済効果を評価した． 

本研究で対象とした離島のような，民生負荷が支配的で大規模需要家が存在しないような地

域のMGは，その地域の戸数規模が違っていても，負荷パターンは類似している．また，それに

対して系統電力品質維持に見合った容量，及び台数の発電設備が運用されている点も同じ状

況である． 

本研究は，予備率を考慮した運用のために複数台の中速機が低負荷運用となる点に着目

し，一台の比較的小容量の高速機を組み合わせて最適運用を図る事によって経済性を改善で

きる事を導いた．この結果は既存の電力事業だけでなくオフグリッド地域の電化事業に対しても

有用と考えられる． 

一般に，発電設備の導入においては，想定する負荷パターンに応じた適切な設備容量を選

定しなければ経済効果が得にくい傾向にある．本研究の負荷分担の最適化によって，別の条

件で決定された設備容量構成の場合であっても，高速機の追加で一定程度の経済効果を得ら

れることが示唆された．従来の制御手法では，組込む高速機の定格容量によって経済効果は

大きく変わり，容量によっては効果が出ない場合もある．それと対照的に，負荷分担を最適化す

ることで，その容量と負荷パターンの違いによる経済効果の減少を抑制し，高速機の容量に依

らず運転費削減効果を見込めることが示された．ただし，高速機の容量は中速機よりも小容量

であるほど効果が大きい．その理由は連系運転中の中速機を高効率域で運用させるために分

担する負荷を小さく抑えられる高速機としては小容量の方が多くのパターンに対応可能となり，

効果が大きいためである．加えて，その場合，高速機が小容量であれば高負荷域で運用出来

るからである．最適化の結果，実際に小容量機との負荷分担によって中速機の低負荷域での

運用が抑制され，高効率域での運転が増加している事が確認出来た． 

中速機と比べて高速機は定格出力の発電効率が低く，メンテナンス単価が高い．それにもか

かわらず，本研究により，負荷分担制御の最適化によって常用として独立 MG に連系運用して

経済効果を上げられる事が明らかとなった．この結果から，一般的には常用運用機として採用さ

れづらい面がある高速機に MG のレジリエンスの観点から役割が期待されることが認められた．
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言い換えれば，単一種類の中速機だけで発電設備を構成するのではなく，小型の高速機を混

在させる方がシステム的に有利である．また，従来の負荷分担法ではなく，システムの自由度を

生かした負荷分担の最適化が効果的である． 

本研究で示した手法は，あらかじめ需要に応じた負荷分担を計算しておき，その結果を逐次

当てはめる方式である．各時点で最適化の計算は不要であり，容易に実装できる特徴があり，

MGの運用改善にとって有用である． 
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Nomenclature 
 
 
Index 
𝐴𝐺 Group of Generator units  𝑖𝐺 except 𝑖𝐺 = 𝐿. 
ℎ Hours integer from 1 to 24 
𝑖𝐺  Generator units integer from 1 to 6 
𝐿 The unit number of the maximum capacity   
𝑚 Month integer from 1 to 12 
𝑝𝑡 Load factor [%] integer from 𝐵𝑝𝑡 to 100 
𝑤 Day types Weekday, Saturday, and Holiday 
 
Variables and parameters 
𝑐𝐹𝑙 Annual fuel cost [JPY] 
𝑐𝑀𝑡 Maintenance cost [JPY] 
𝑐𝑂𝑝 Annual operating cost [JPY] 
𝐺𝐶𝑝𝑖𝐺 Rated output of each power generation facility iG [kW] 
𝑔𝐸𝑓𝑖𝐺(𝑥) The power generation efficiency of each power generation facility 

with the load factor 𝑥[%] as a variable 
𝑔𝐿𝑅𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ Load factor of each power generation facility 𝑖𝐺 [%] 
𝑔𝑂𝑝𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ Operating state at each time as binary 
𝑔𝑃𝑤𝑖𝐺,𝑤,𝑚,ℎ Power generation output [kW] 
𝑥 A variable of function 
 

Parameters 
𝐵𝑝𝑡 Minimum operating load factor [%] 
𝐷𝑚𝑃𝑤𝑤,𝑚,ℎ Power demand [kW] 
𝑑𝑎𝑦𝑤,𝑚 Number of days for each day type of the target month 
𝑃𝑟𝐹𝑙 Fuel unit price per calorifique value [JPY/kW-h] 
𝑃𝑟𝑀𝑡 Maintenance unit price [JPY / kWh] 
η Uneven performance of medium-speed DGs  
 



- 105 - 

 

第6章 結論 
 

 

6.1 まとめ 

 

本研究ではレシプロエンジン発電設備を主機として運用する発電所，ガスエンジンの運用効

率向上による設備計画，運用の最適化を検証した．これらの計画時の経済性試算において従

来の方法では考慮されてこなかった点があり，それらを踏まえて検証を行った． 

 

第 3章ではガスエンジンの故障を考慮して機器構成を最適化する有用性を検証した． 

本研究の条件ではガスエンジンの平均アベイラビリティについてはTable 5.3に示すとおり，一

般的には非常に高い数値と考えられる 99.7%とした． 

まず，アベイラビリティがこのように高いガスエンジンなどの機器については，2 台以上同時の

故障確率が非常に低いために年間運用コストに影響を与えにくいことが分かった． 

次に，このアベイラビリティの数値は”ガスエンジンが燃料電池などに比べて運用は安定して

おり想定外の停止はほぼ無い”と捉えられるレベルの数値である．しかしながら，実際に故障率

とペナルティを考慮したシミュレーションを実行した結果では，経済的に最適なガスエンジンの

導入台数は異なった．また，故障が起こった場合の年間運用コストの比較においても故障を考

慮した最適構成が故障を考慮しない最適構成を下回る結果となり，経済性の観点から設備構

成計画における故障の評価は無視できない． 

この結果から，ガスエンジン設備の最適設備を検討する場合の故障を考慮する事の有用性

が示された． 

 

第 4章ではガスエンジン CGSにおいて，メンテナンスの実際の種別を考慮した設備計画と運

用の最適化について，メンテナンス種別をそれぞれ３種類用意し，検証対象時間を一年間とし

てシミュレーションを行った． 

結果では，対象期間である一年の終わりにおいてメンテナンスが入る直前まで運転時間を累

積するという運用結果が多数見られた．本研究の演算に使用したワークステーションの性能の
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限界もあり，対象期間を一年とし，メンテナンス種別も実際より減じた限定的な条件での検証に

留まったが，ガスエンジンの運用は本来十数年続くものである．また，実際のメンテナンス種別

は，多い機種では 6種類程度存在し，そのスパンも長いもので 32000 hにもなり，そのメンテナン

ス費用の総額も今回の規模よりはるかに大きい．そのため，今回の研究で一年間の結果は判明

したが，本来運用される製品寿命で同様のシミュレーションを実行すると結果が変わる可能性が

ある．そのような長期に渡るシミュレーションを実行するため，演算負荷軽減のプログラム改変が

課題である.また，将来的に演算装置の性能向上により，その様な長期間での研究が可能にな

ることを期待する． 

 

第 5 章ではレシプロエンジンの従来技術であるディーゼル機関の発電所において運用最適

化による効率向上の手法を提案した． 

 本研究では MIP を用い，従来の手法では簡易的に評価されている項目についても現実に照

らし合わせて考慮した詳細な経済性検討を行い，設備計画・運用計画の最適化を行った．評価

の結果，この最適化によって経済性の改善が期待できる事を示した． 

この結果から負荷分担の最適化制御によって独立MGに高速ディーゼル発電設備を連系運

用して経済効果を上げられる事が示された．また，小型軽量の高速ディーゼル発電設備を用い

た電源設備の役割の拡大，及び普及促進も期待される． 

小型軽量の特徴を活かした高速機の普及によるメリットは一つのMGの経済性やレジリエンス

の向上だけにとどまらない．運用面においても高速機が小型軽量なため，1000kW クラスであれ

ばコンテナに搭載出来るというメリットを考慮すると，例えば群島などの独立 MG 間で高速機を

搭載した移動式電源発電設備をローテーション運用する事でメンテナンス時期の融通など発電

設備の弾力的な運用も可能である．また，単純に電力供給のリソースの増加による災害対策の

推進が図れるだけでなく，災害により被害を受けた発電所に複数の移動式発電設備を集中させ

るといったバーチャルグリッド的な運用も可能になるという地域視点でのレジリエンス向上も期待

できる． 

また，解析手法の観点では，本研究で提示した対象が曲線描く複次式であってもパラメータ

を離散化させてバイナリ変数と組み合わせた上で線形問題として扱う手法は，対象が仮に複次

式ですらない全く法則性を持たないパラメータの集合であっても MIP が使用出来る．この解法

は非線形の最適化ではない為，最適性が担保される利点があり，幅広く応用が可能である． 
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6.2 今後の展望 

 

レシプロエンジン発電設備は，従来，化石燃料を燃焼させて CO2を排出する技術であったが，

現在，それらの燃料としてバイオディーゼルが用いられるケースも増えてきており，更には，水素

やアンモニアといった次世代のゼロエミッション燃料の普及に向けて研究開発が進んでいる． 

アンモニアは燃焼しても CO2を排出しないため，地球温暖化対策に貢献する次世代燃料とし

て期待されており，さらにアンモニアの原料となる水素に CO2 フリー水素を活用することで燃料

のライフサイクルまで考慮したゼロエミッション化の実現が可能と言われている． 

 こういった技術の確立もあり，将来的にもレシプロエンジンはエネルギー設備において一定の

比重を占め続けると予想される． 
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